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３－１．計画に基づき実施する事業(医療分) 

 

事業区分１：地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は 

      設備の整備に関する事業 

事業区分２：居宅等における医療の提供に関する事業 

事業区分４：医療従事者の確保に関する事業 

 

(1) 事業の内容等 

事業の区分 １地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する事業 

事業名 

【№１（医療分）】 

病床機能分化連携基盤整備事業(病床の機能

分化・連携を推進する基盤整備事業) 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

1,331,100 千円 

事業の対象となる医療介護総合 

確保区域 
新居浜・西条、松山 

事業の実施主体 医療機関 

事業の期間 平成３１年４月１日～令和８年３月３１日 

背景にある医

療・介護ニーズ 

急速な高齢化が進む中、住み慣れた地域や自宅で生活し続けたいとい
うニーズが高まっていることから、円滑な在宅復帰につなげていくた
め、病床機能の分化・連携の推進を図る必要がある。 

アウトカム指標：併存症疾患治療センター新設後の外来患者数 5,772
人/年(H30 年度末)→6,669 人/年(R2 年度末) 

事業の内容 
 平成 30 年度に実施した急性期病棟削減に伴う外来リハビリ室の移設
に伴い、その跡地に併存症疾患治療センターを整備する。 

アウトプット指標 
病床機能転換に取り組んだ後、施設の後利用に取り組む医療機関数：１
機関 

アウトカムとアウ  

トプットの関連 

併存症を有するがん患者は従来、併存症に対応できる総合病院での治
療を行っていたが、併存症疾患治療センターを整備することで同病院で
併存症を診れる機能を拡充し、入院治療患者の早期在宅復帰と地域包括
ケアシステムの強化促進につなげる。 

事業に要する費

用の額 

金

額 

総事業費 

（A＋B＋C） 

(千円)  

1,331,100 

基金充当

額（国費）

における

公民の別 

公 (千円) 

43,700 

基金 国（A）  (千円)  

443,700 民 (千円) 

400,000 都道府県 

（B） 

 (千円)  

221,850 

計 

（A＋B） 

 (千円)  

665,550 

うち受託事業等 

(千円) 

その他（C）    (千円)  

665,550 

備考 
基金支出見込額 令和２年度    165,550 千円 

 令和３～７年度 各 100,000 千円 
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事業の区分 １地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する事業 

事業名 

【№２（医療分）】 

病床機能分化連携基盤整備事業(ＩＣＴを活用した

地域医療ネットワーク基盤整備事業) 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

79,012 千円 

事業の対象となる医療介護総合 

確保区域 
宇摩、八幡浜 

事業の実施主体 医療機関等 

事業の期間 平成３１年４月１日～令和３年３月３１日 

背景にある医

療・介護ニーズ 

急速な高齢化が進む中、住み慣れた地域や自宅で生活し続けたいとい

うニーズが高まっていることから、円滑な在宅復帰につなげていくた

め、病床機能の分化・連携の推進を図る必要がある。 

アウトカム指標：導入したシステム利用件数 (R 元末見込)436 件 

入院患者の平均入院日数 (導入前)15 日→(導入後)13 日 

事業の内容 
 医療機関が行うＩＣＴを活用した地域医療ネットワーク基盤の整備

事業に対して補助を行い、地域医療連携を推進する。 

アウトプット指標 ＩＣＴの新規整備施設数（２機関） 

アウトカムとアウ 

トプットの関連 

病床の削減、転換等を伴う施設・設備整備やＩＣＴを活用した地域医

療ネットワークの基盤整備を行い、病床の機能分化・連携を推進するこ

とで、回復期病床の割合の増加を図る。また、病院と診療所、老健施設、

デイサービス等を行う施設を回線で結び、院外のスタッフと行うカンフ

ァレンスを遅滞なく行うことで、多職種連携による退院支援をスムーズ

に行い、在宅医療に速やかに移行させることが可能となり、病診連携と

一層の病床機能分化が可能となる。 

事業に要する費

用の額 

金

額 

総事業費 

（A＋B＋C） 

(千円)  

79,012 

基金充当

額（国費） 

における 

公民の別 

公 (千円) 

26,099 

基金 国（A） 

 

 (千円)  

26,337 民 (千円) 

238 

 
都道府県 

（B） 

 (千円)  

13,169 

計 

（A＋B） 

 (千円)  

39,506 

うち受託事業等 

(千円) 

その他（C）   (千円)  

39,506 

備考 
基金支出見込額 令和元年度     331 千円 

        令和２年度   39,175 千円 
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事業の区分 １地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する事業 

事業名 

【№３（医療分）】 

病床機能分化連携基盤整備事業(医療施設近

代化施設整備事業)  

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

348,294 千円 

事業の対象となる医療介護総合 

確保区域 
松山 

事業の実施主体 医療機関 

事業の期間 平成３１年４月１日～令和２年３月３１日 

背景にある医

療・介護ニーズ 

 現状は数次の増改築により院内が複雑・狭隘となり、今後の医療の高

度化、病床機能分化に伴う診療機能の拡充に十分に対応できない。また、

当該施設の構造的な老朽化により、災害拠点病院としての機能も果たす

ためには早急に耐震化を図る必要があるため、全面建替えを行う。 

アウトカム指標：病棟建替前の病床数：650 床（高度急性期 166 床、急

性期 484 床）(H29.7)→586 床（高度急性期 144 床、急性期 442 床）(R3.4)  

事業の内容 

 医療機関が実施する、病床転換を伴った医療施設の近代化と患者の

衛生環境改善を目的とした病棟建替えに対し補助を行う。（旧国庫補助

の振替事業） 

 なお、今回の建替えは松山区域の地域医療構想に基づき基幹病院と

しての機能分化を図る松山赤十字病院の「公的医療機関等 2025 プラ

ン」に基づき、病床機能の転換を伴うものとなっている。 

アウトプット指標 
病床機能転換を伴う医療施設の近代化、環境改善に取り組む医療機関

数：１機関 

アウトカムとアウ 

トプットの関連 

病床機能転換等を伴う施設近代化整備等を行うことで、圏域内の病床機

能分化・連携を促進させる。 

事業に要する費

用の額 

金

額 

総事業費 

（A＋B＋C） 

(千円)  

348,294 

基金充当

額（国費）

における

公民の別 

公 (千円) 

116,098 

基金 国（A）  (千円)  

116,098 民 (千円) 

0 都道府県 

（B） 

 (千円)  

58,049 

計 

（A＋B） 

 (千円)  

174,147 

うち受託事業等 

(千円) 

その他（C）    (千円)  

174,147 

備考  
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事業の区分 １地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する事業 

事業名 

【№４（医療分）】 

病床機能分化連携基盤整備事業(愛媛県広域災害・救

急等医療情報システム構築事業) 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

239,267 千円 

事業の対象となる医療介護総合 

確保区域 
全圏域 

事業の実施主体 県、医療機関、消防機関 

事業の期間 令和２年４月１日～令和３年３月３１日 

背景にある医

療・介護ニーズ 

地域によって医療機能に偏りがあることから、不足する医療機能の充実と医

療機関・圏域間の連携強化を図るとともに、不足が見込まれている高度急性期

と回復期の病床確保に向けた取組みの促進が必要である。 

現状では、搬送先の選定は「手当たり次第」であり、正しい搬送先に正しく

搬送されているかの判断は搬送中も搬送後もできない状態であること、また、

地域によって情報に偏りがあり、かつ分析ができない状態であることから、シ

ステムを活用した病床機能の分化及び連携促進として、医師会ネットワークな

どをはじめとした地域医療ネットワークとの連携や救急搬送データの事後検証

機能を導入することが有効であると考える。 

アウトカム指標： 

救急搬送情報の入力件数 75,335 件（H30）→ 76,000 件（R元） 

事業の内容 

①広域災害・救急等医療情報システムにおいて、救急現場と医療機関をネット

ワークで接続し、患者情報を共有するシステムを構築することで、各医療圏域

の救急医療体制の強化と他圏域との連携強化を図るとともに、システム内に集

約した医療機関の機能情報と蓄積した救急搬送情報のデータを活用し、医療機

関ごとの役割分担や構想区域ごとの医療提供体制を明確化し、病床機能の転換

を促す。 

②広域災害・救急等医療情報システムにおいて、正しく搬送先を選定すること

ができたか分析するために事後検証システムを構築することで救急搬送時の医

療機関の選定に関する情報共有を促す。 

アウトプット指標 アウトカム指標：接続機関数 2,794 件（H30）→ 2,800 件（R元） 

アウトカムとアウ 

トプットの関連 

救急搬送情報の入力件数の増加により、集約された医療機関の受け入れ情報

や搬送患者情報をより高い精度で分析することで、各圏域内の医療機関の役割

が明確になり、病床機能分化・再編が図られる。 

事業に要する

費用の額 

金

額 

総事業費 

（A＋B＋C） 

(千円)  

239,267 

基金充当

額（国費） 

における 

公民の別 

公 (千円) 

 

基金 国（A） 

 

 (千円)  

159,511 民 (千円) 

159,511 都道府県 

（B） 

 (千円)  

79,756 

計 

（A＋B） 

 (千円)  

239,267 

うち受託事業等 

(千円) 

159,511 その他（C）  (千円) 

 

備考  
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事業の区分 １地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する事業 

事業名 

【№５（医療分）】 

医科歯科連携推進事業（機能分化のための歯科衛生

士確保事業） 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

5,828 千円 

事業の対象となる医療介護総合 

確保区域 
八幡浜・大洲 

事業の実施主体 医療機関 

事業の期間 平成３１年４月１日～令和２年３月３１日 

背景にある医

療・介護ニーズ 

早期退院の実現により病床の機能分化を促進するため、医科歯科連携

の重要性が指摘されているものの、現状では歯科医療関係者を配置して

いる病院は少なく、歯科医療関係者を交えたチーム医療を実施する体制

になっていない。 

アウトカム指標：平均在院日数の短縮（H30：30.5 日→R2：30.0 日）に

よる慢性期→回復期病床への転換促進 

事業の内容 

【医科歯科連携歯科衛生士等配置事業】 

在宅復帰を目指す患者の早期退院を促し、地域の病床の分化を促進する

ため、病棟・外来に歯科衛生士を配置し、患者の口腔管理や退院時の歯

科医療機関の紹介等を行う。 

アウトプット指標 歯科衛生士を配置する病院数 ２施設 

アウトカムとアウ  

トプットの関連 

 歯科衛生士の病院への配置が増えることで在宅復帰を目指す患者の

早期退院を促し、在院日数の短縮により病床の分化を図る。 

事業に要する費

用の額 

金

額 

総事業費 

（A＋B＋C） 

(千円) 

5,828 

基金充当

額（国費） 

における 

公民の別 

公 (千円) 

 

基金 国（A） 

 

(千円) 

3,885 民 (千円) 

3,885 
都道府県 

（B） 

(千円) 

1,943 

計 

（A＋B） 

(千円) 

5,828 

うち受託事業等 

(千円) 

その他（C） 

 

(千円) 

 

備考  
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事業の区分 １地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する事業 

事業名 
【№６（医療分）】 

病床機能分化医療スタッフ配置事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

83,722 千円 

事業の対象となる医療介護総合 

確保区域 
全圏域 

事業の実施主体 県、郡市医師会、医療機関 

事業の期間 平成３１年４月１日～令和３年３月３１日 

背景にある医

療・介護ニーズ 

本県では、高度急性期と回復期の病床機能が不足しているが、特に高度急性

期への病床転換は、人材確保とセットで進めるべきであり、急性期機能の医療

機関が将来、高度急性期に転換するためには、本県としてはまず人材確保が必

要と考えている。このため、要支援機関への医師派遣や救急医療機関のオンコ

ール体制確保、地域医療連携室の新設・拡充等に伴う人材確保、地域医療構想

アドバイザーによる地域医療構想達成に向けた技術的支援等のソフト事業を、

地域医療構想に基づき連携の推進を図りながら、病床転換に先行して実施する

こととしている。 

アウトカム指標：〇支援を受け体制を確保できた医療機関数（目標：26機関） 

〇退棟患者のうち同一院内の他棟以外に退棟した患者数の割合（病床機能報

告制度）（H29:78.5％→R元:78.7％）による慢性期→回復期病床への転換促

進 

事業の内容 

○高度急性期病床が不足する圏域で、病床転換に先行して、地域連携により支

援が必要な医療機関に対し、医師派遣を行う病院への支援。 

○急性期病院から回復期病院への転院など、機能分化に応じた病院間連携を推

進するための医療スタッフの確保・配置 等 

アウトプット指標 

○協力医療機関から要支援機関に派遣された医師の診療時間（目標：10,000 時

間以上） 

○地域の連携体制の構築に取り組む圏域数（６圏域） 

アウトカムとアウ 

トプットの関連 

地域の連携体制が構築・強化されることにより、病院間の転院や在宅への復

帰等を促進する。 

事業に要する費

用の額 

金

額 

総事業費 

（A＋B＋C） 

(千円) 

83,722 

基金充当

額（国費） 

における 

公民の別 

公 (千円) 

  282 

基金 国（A） 

 

(千円) 

55,814 民 (千円) 

55,532 都道府県 

（B） 

(千円) 

27,908 

計 

（A＋B） 

(千円) 

83,722 

うち受託事業等 

(千円) 

その他（C） (千円) 

      

備考 
基金支出見込額 令和元年度   15,803 千円 

        令和２年度   67,919 千円 
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事業の区分 ２ 居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 
【№７（医療分）】 

遠隔診療支援システム整備モデル事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

226,544 千円 

事業の対象となる医療介護総合 

確保区域 
宇和島 

事業の実施主体 県、医療機関 

事業の期間 令和２年４月１日～令和１２年３月３１日 

背景にある医

療・介護ニーズ 

愛南町における医師減少率は 38.8％（H8～H28）であり、他地域と比較
し高いほか、愛南町を支える県立南宇和病院は 24 時間 365 日の救急対
応や緊急呼び出し等による医師の負担は大きい。 

同町では、地域医療人材確保・育成モデル事業（29 年度から 3年間）を
実施するなど、地域一体となって不足する医療資源の有効活用化に向け
た取組みを行っており、今後、築き上げた連携体制を有効活用し、５Ｇ
等の最新技術の活用を見据えた地域医療支援システムを構築すること
により必要な地域医療提供体制を確保することが期待されている。 

アウトカム指標：システムによる映像伝送件数 0→3,300 件/年（R3 年度末）  

事業の内容 

５Ｇ通信を見据えた映像伝送システム及び県立南宇和病院の診療体制
強化を目的とした地域医療情報連携システムを導入し、介護を含めた効
率的・効果的な地域医療提供体制の構築を図る。 
訪問診療（看護・介護）時にタブレットを用いて在宅患者の状態をリア
ルタイムで主治医に映像伝送し、遠隔から的確な診療支援を行う体制を
整備する。また、南宇和病院では患者映像に加え同院患者の電子カルテ
等の情報を共有し、在宅診療研修を行う若い医師等に対し指導医が遠隔

から指示できる体制を構築するなどの機能強化を図る。 

アウトプット指標 遠隔から助言支援を受けた人数（患者・医療従事者）360 人/年（R3） 

アウトカムとアウ 

トプットの関連 

映像等伝送により、遠隔から専門医や主治医が顔の見える医療を提供す

ることで、在宅患者や医療従事者等の安心へと繋がり、地域医療の活性

化が図られる。 

事業に要する費

用の額 

金

額 

総事業費 

（A＋B＋C） 

(千円) 

226,544 

基金充当

額（国費） 

における 

公民の別 

公 (千円) 

13,333 

基金 国（A） 

 

(千円) 

133,333 民 (千円) 

 都道府県 

（B） 

(千円) 

66,667 

計 

（A＋B） 

(千円) 

200,000 

うち受託事業等 

(千円) 

その他（C） 

 

(千円) 

26,544 

備考 
基金支出見込額 令和２年度 5,124 千円、令和３～10 年度 各 22,500

千円、令和 11 年度 14,876 千円 
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事業の区分 ２ 居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 
【№８（医療分）】 

口腔保健センター整備事業費 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

120,000 千円 

事業の対象となる医療介護総合 

確保区域 
全圏域 

事業の実施主体 県歯科医師会 

事業の期間 令和２年４月１日～令和４年３月３１日 

背景にある医

療・介護ニーズ 

高齢者が増加の一途をたどっているにもかかわらず、住み慣れた地域
や自宅で生活し続けたいという住民のニーズに応える体制は十分とは
言えない現状であることから、地域における包括的かつ継続的な在宅医
療の提供体制の充実・強化を図る必要がある。 

また、要介護高齢者や障がい者（児）の中には、適切な治療のため特別
な配慮が必要となる場合のほか、全身麻酔等による全身管理が必要なケ
ースが増えている。 

アウトカム指標：  

・全身麻酔下歯科診療受診患者（Ｈ30：55 名→Ｒ3：57 名（５％増）） 

・スペシャルニーズ歯科診療受診患者（Ｈ30：2,105 名→Ｒ3：2,210 名（５％増）） 

・巡回歯科診療受診患者（Ｈ30：2,497 名→Ｒ3：2,621 名（５％増）） 

・訪問歯科診療受診患者（Ｈ30：308 名→Ｒ3：323 名（５％増）） 

事業の内容 

要介護高齢者や障がい者（児）患者に対する訪問診療、巡回診療の実施の

ほか、かかりつけ医など一般の歯科診療所が行う在宅歯科診療によっては対

応が困難な、特別な支援を要する患者に対しての後方支援を担うなど、本県

の在宅歯科医療の拠点となる愛媛県口腔保健センターに係る施設整備に対す

る補助。 

アウトプット指標 

・全身麻酔下歯科診療実施体制：週１日以上 

・スペシャルニーズ歯科診療実施体制：週３日以上 

・巡回歯科診療実施体制：週１日以上 

・訪問歯科診療実施体制：週２日以上 

アウトカムとアウ  

トプットの関連 

在宅歯科医療の拠点を整備することで、在宅等において医療を受ける患者数を

増加させる。 

事業に要する費

用の額 

金

額 

総事業費 

（A＋B＋C） 

(千円) 

120,000 

基金充当

額（国費） 

における 

公民の別 

公 (千円) 

 

基金 国（A） 

 

(千円) 

40,000 民 (千円) 

40,000 都道府県 

（B） 

(千円) 

20,000 

計 

（A＋B） 

(千円) 

60,000 

うち受託事業等 

(千円) 

 その他（C） 

 

 (千円) 

60,000 

備考 
基金支出見込額 令和２年度   48,247 千円 

        令和３年度   11,753 千円 
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事業の区分 ２ 居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 
【№９（医療分）】 

在宅医療普及推進事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

131,414 千円 

事業の対象となる医療介護総合 

確保区域 
全圏域 

事業の実施主体 県、市町、郡市医師会、医療機関、ＮＰＯ 

事業の期間 平成３１年４月１日～令和３年３月３１日 

背景にある医

療・介護ニーズ 

 高齢者が増加の一途をたどっているにもかかわらず、住み慣れた地域
や自宅で生活し続けたいという住民のニーズに応える体制は十分とは
言えない現状であることから、地域における包括的かつ継続的な在宅医
療の提供体制の充実・強化を図る必要がある。 

また、地域住民の在宅医療への理解を得ることで、適切な医療の提供、
受診に繋げる必要がある。 

さらに、島しょ部において地域包括ケアシステムを構築するためには
移動手段の確保が欠かせないため、機器を整備が必要がある。 

アウトカム指標： 
・在宅等での死亡割合の増加（H29：25.2％→R元：25.7％） 
・離島での在宅医療・訪問看護等の実施件数（目標：R 元：0 件→R3 年
度末：120 件） 

事業の内容 

・在宅医療及び訪問看護の推進に関する協議会の設置 
・運営、市町や地域ごとに在宅医療の課題への対応を検討する協議会 
・研修等の開催、一般市民に対する在宅医療の普及啓発等(講演会の開
催等) 
・島しょ部における在宅医療の普及推進に必要な船舶の整備 

アウトプット指標 

・在宅医療及び訪問看護の推進に関する協議会の開催回数(目標：1回
以上) 
・研修や講演会等に取り組む団体数（市、郡市医師会、病院、訪問看護

協会、ＮＰＯ法人など）（目標：９団体） 
・在宅医療の起点となる離島の診療所への移動用船舶導入(1 隻) 

アウトカムとアウ 

トプットの関連 

在宅医療等の提供体制を整備し、地域住民への周知及び実際の利用を
促進することで、在宅等での看取りに繋げる。 

事業に要する費

用の額 

金

額 

総事業費 

（A＋B＋C） 

(千円) 

131,414 

基金充当

額（国費） 

における 

公民の別 

公 (千円) 

46,445 

基金 国（A） 

 

(千円) 

50,804 民 (千円) 

4,359 都道府県 

（B） 

(千円) 

25,403 

計 

（A＋B） 

(千円) 

76,207 

うち受託事業等 

(千円) 

その他（C） 

 

(千円) 

55,207 

備考 
基金支出見込額 令和元年度  1,000 千円 

令和２年度 75,207 千円 
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事業の区分 ２ 居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 
【№10（医療分）】 

在宅医療連携体制構築事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

18,549 千円 

事業の対象となる医療介護総合 

確保区域 
全圏域 

事業の実施主体 郡市医師会、県歯科医師会 

事業の期間 平成３１年４月１日～令和２年３月３１日 

背景にある医

療・介護ニーズ 

 高齢者が増加の一途をたどっているにもかかわらず、住み慣れた地域

や自宅で生活し続けたいという住民のニーズに応える体制は十分とは

言えない現状であることから、地域における包括的かつ継続的な在宅医

療の提供体制の充実・強化を図る必要がある。 

さらに地域住民の在宅医療への理解を得ることで、適切な医療の提

供、受診に繋げる必要がある。 

アウトカム指標：在宅等での死亡割合の増加（H29：25.2％→R元：25.7％） 

事業の内容 

在宅医療に携わる他職種の支援、情報の集約等の機能を備えた在宅医

療連携拠点や、特別な支援を要する者に対して治療を行うことのできる

システムの拠点となる在宅歯科医療支援センターの運営に対する補助 

アウトプット指標 地域の連携体制の強化に取り組む医療機関数（目標：２機関） 

アウトカムとアウ  

トプットの関連 

在宅医療の拠点を整備することで、在宅等において医療を受ける患者

数を増加させる。 

事業に要する費

用の額 

金

額 

総事業費 

（A＋B＋C） 

 (千円) 

18,549 

基金充当

額（国費） 

における 

公民の別 

公 (千円) 

基金 国（A） 

 

(千円) 

12,366 民 (千円) 

12,366 都道府県 

（B） 

(千円) 

6,183 

計 

（A＋B） 

(千円) 

18,549 

うち受託事業等 

(千円) 

その他（C） 

 

(千円) 

備考  
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事業の区分 ２ 居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 
【№11（医療分）】 

在宅歯科医療連携室整備事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

11,086 千円 

事業の対象となる医療介護総合 

確保区域 
全圏域 

事業の実施主体 県歯科医師会 

事業の期間 平成３１年４月１日～令和２年３月３１日 

背景にある医

療・介護ニーズ 

高齢化が進行する中、歯の保存状況と咀嚼機能の回復は全身の健康と

生命予後にも影響することが研究により明らかとなっているが、在宅歯

科診療の供給体制は十分ではないため、歯科、医科、介護及び行政等の

連携体制を構築して窓口機能を一元化するとともに、住民への普及啓発

を行う必要がある。 

アウトカム指標：在宅での歯科診療訪問回数の増加 

歯科診療訪問回数の増加（H30：50,445 回→R2：52,967 回(５％増)）  

事業の内容 

・各連携機関との調整窓口 

・在宅歯科医療希望者等の相談窓口 

・在宅歯科医療や口腔ケア指導等の実施歯科診療者等の紹介 

・居宅患者に対する歯科診療者の派遣 

・在宅歯科医療に関する広報・啓発 

アウトプット指標 連携室による相談対応件数 H30：1,403 件→R2 見込：1,473 件(５％増) 

アウトカムとアウ  

トプットの関連 

在宅での療養を希望する患者に対する連携室による相談対応件数が

増えることで、在宅医療への移行を促す。 

事業に要する費

用の額 

金

額 

総事業費 

（A＋B＋C） 

(千円) 

11,086 

基金充当

額（国費） 

における 

公民の別 

公 (千円) 

 

基金 国（A） 

 

(千円) 

7,390 民 (千円) 

7,390 都道府県 

（B） 

(千円) 

3,696 

計 

（A＋B） 

(千円) 

11,086 

うち受託事業等 

(千円) 

その他（C） 

 

(千円) 

備考  
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事業の区分 ２ 居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 
【№12（医療分）】 

薬剤師支援事業（在宅医療支援薬剤師等普及事業） 

【総事業費 

（計画期間の総額）】  

9,446 千円 

事業の対象となる医療介護総合 

確保区域 
全圏域 

事業の実施主体 県薬剤師会 

事業の期間 平成３１年４月１日～令和２年３月３１日 

背景にある医

療・介護ニーズ 

在宅医療を推進するためには、薬剤師の関与が必要不可欠であるが、

質の高い薬学管理の実現に向けた取り組み人材不足等が大きな問題に

なっている。また、医療機関を退院した患者と在宅対応が可能な薬局を

いかにしてつなぐかが問題となっている。 

アウトカム指標：薬局・医療施設従事薬剤師数（人口 10 万人対数）の増

加（医師歯科医師薬剤師数調査）（H28:170.0 人→R2:181.3 人） 

事業の内容 
在宅医療に係る薬剤師の育成を行うとともに、在宅医療連携の拠点整備

及び在宅医療薬剤師の確保を行う。 

アウトプット指標 
在宅医療に係る薬剤師の養成研修会（３回） 

新たに在宅医療に関わる薬剤師の研修会（３回） 

アウトカムとアウ  

トプットの関連 

在宅医療に係る薬剤師を養成することで、質の高い薬学管理を行うこと

ができる。 

事業に要する費

用の額 

金

額 

総事業費 

（A＋B＋C） 

(千円) 

9,446 

基金充当

額（国

費） 

における 

公民の別 

公 (千円) 

 

基金 国（A） 

 

 (千円) 

6,297 民  (千円) 

6,297 都道府県 

（B） 

 (千円) 

3,149 

計 

（A＋B） 

(千円) 

9,446 

うち受託事業等 

(千円) 

その他（C） 

 

(千円) 

備考  
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事業の区分 ２ 居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 
【№13（医療分）】 

看護師等育成強化事業（訪問看護管理者研修） 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

741 千円 

事業の対象となる医療介護総合 

確保区域 
全圏域 

事業の実施主体 県 

事業の期間 平成３１年４月１日～令和２年３月３１日 

背景にある医

療・介護ニーズ 

在宅医療を推進するために訪問看護が果たす役割は大きいが、短期間

で管理者が代わるなど運営に苦慮する事業所もある。そこで、管理者が

必要な能力を学び実践し、運営の安定化を図ることで、居宅における適

切な医療・介護サービスの提供体制を確保する必要がある。 

アウトカム指標：県内の訪問看護ステーション数 156ヶ所(H30年度末)

→156 ヶ所以上(R1 年度末) 

事業の内容 

〇看護職員に対し必要な知識や技術を習得させるための研修を実施し、

より高度な知識と技術を持った看護職員の育成・確保を進める。 

○訪問看護管理者研修（訪問看護ステーション管理者を対象にした研

修会の実施（各圏域５回/年） 

アウトプット指標 
訪問看護管理者研修会に参加した施設数（累計）103 施設（H30)→105 施

設（R元） 

アウトカムとアウ  

トプットの関連 

訪問看護管理者として必要な能力を学び知識や技術を身につけてい

き、事業所運営の安定化を図ることで、施設の従事者が安心して質の高

い訪問看護を提供できるだけでなく、人材確保にもつながる。 

事業に要する費

用の額 

金

額 

総事業費 

（A＋B＋C） 

(千円) 

741 

基金充当

額（国費） 

における 

公民の別 

公 (千円) 

 

基金 国（A） 

 

(千円) 

494 民 (千円) 

494 都道府県 

（B） 

(千円) 

247 

計 

（A＋B） 

(千円) 

741 

うち受託事業等 

(千円) 

494 その他（C） 

 

(千円) 

備考  
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事業の区分 ４ 医療従事者の確保に関する事業 

事業名 
【№14（医療分）】 

医師育成キャリア支援事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

134,310 千円 

事業の対象となる医療介護総合 

確保区域 
全圏域 

事業の実施主体 県 

事業の期間 平成３１年４月１日～令和１２年３月３１日 

背景にある医

療・介護ニーズ 

医師の地域間・診療科間の偏在や医師の高齢化により、地域医療に必

要な医師が不足しており、医師の確保及び若手医師の県内定着が急務と

なっている。 

アウトカム指標： 人口 10 万人当たり医療施設従事者数の増加（262.5

［H28］→271.4［H30］→275.5［R2］） 

事業の内容 

地域医療支援センターの運営により、若手医師や医学生のキャリア形
成支援をはじめ、医師不足病院への支援などを行うとともに、県内外の

医学生のネットワークづくりによる卒後Ｕターンを促進し、若手医師の
県内定着を図る。 
また、医師不足が深刻な愛南地域で、地域の実情に応じた医療連携体

制の構築や人材育成手法を検討し、限りある医療資源を有効活用して地
域医療の充実を図り、同様の問題を抱える地域のモデルとする。 
さらに、愛南地域を総合診療科医師を目指す医学生や若手医師の研修

拠点化する。 

アウトプット指標 

・医師派遣・あっせん数（R2 年度目標：91 名） 
・キャリア形成プログラムの作成数（R2 目標：24 プログラム） 

・地域枠卒業医師数に対するキャリア形成プログラム参加医師数の割合
（目標：100％） 

・県立南宇和病院への実習生・若手医師の配置（R12 目標：年 20 名程

度） 

アウトカムとアウ 

トプットの関連 

県内でキャリア形成できるプログラム等の環境を整え、派遣・あっせ
ん等を行うことで、医師不足地域における若手医師をはじめとする医師
の地域医療への従事・定着につなげる。 

事業に要する費

用の額 

金

額 

総事業費 

（A＋B＋C） 

(千円) 

134,310 

基金充当

額（国費） 

における 

公民の別 

公 (千円) 

87,942 

基金 国（A） 

 

(千円) 

89,540 民 (千円) 

1,598 都道府県 

（B） 

(千円) 

44,770 

計 

（A＋B） 

(千円) 

134,310 

うち受託事業等 

(千円) 

1,598 その他（C） 

 

(千円) 

備考 
基金支出見込額 令和元年度 60,000 千円、令和２年度 47,310 千円、 

        令和３～10 年度以降 各 3,000 千円 
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事業の区分 ４ 医療従事者の確保に関する事業 

事業名 

【№15（医療分）】 

医師確保対策推進事業（（女性医師等就労支援事業、

若手医師等定着支援モデル事業、医師確保対策普及

啓発事業、地域医療キャリア形成支援センター運営

協議会運営経費） 

【総事業費 

（計画期間の総額）】

4,207 千円 

事業の対象となる医療介護総合 

確保区域 
全圏域 

事業の実施主体 県、郡市医師会 

事業の期間 平成３１年４月１日～令和３年３月３１日 

背景にある医

療・介護ニーズ 

〇地域医療に従事する医師等の確保のために普及啓発を図る。 

〇増加傾向にある女性医師の出産・育児による離職防止や再就業を促進

し、地域医療に必要な医師の確保を図る。 

〇県内の医師偏在が顕著化する中、医師少数地域での医師確保・定着促

進は急務であり、地域の特性に応じた対策が必要。 

アウトカム指標：〇 医療施設従事医師数に占める女性医師の割合（医

師・歯科医師・薬剤師調査）（H28：17.4％→H30：18.0％→R元：18.3％） 

〇圏域における医師数（医師・歯科医師・薬剤師調査）（H30 調査の各圏

域の数値より 1人以上増加） 

事業の内容 

○県ホームページやリーフレット作成、車両リース等経費。 

〇女性医師からの再就業に係る相談業務、再就業先の情報収集、研修会

等の開催等により、女性医師等の離職防止や再就業の促進を図る。 

〇各圏域の郡市医師会等が中心となって若手医師・医学生に対して研修

会等を開催し、医師少数区域への定着促進を図る。 

アウトプット指標 

〇女性医師の就労等に関する研修会・講演会等の参加人数 対前年比

10％増（H29：1 回当たり平均 33 人→R元：同 37 人） 

〇研修会等に参加した若手医師・医学生の人数(各圏域 延べ 30 人) 

アウトカムとアウ 

トプットの関連 

〇研修会や講演会等の開催により、女性医師の就労等に関する理解を促

進し、県内女性医師の定着につなげる。 

〇研究会等の開催を通じ、圏域内を訪れる研修医や医学生に対する教育

体制の充実を図り、圏域内での医師定着につなげる。 

事業に要する費

用の額 

金

額 

総事業費 

（A＋B＋C） 

(千円) 

4,207 

基金充当

額（国費） 

における 

公民の別 

公 (千円) 

1,268 

基金 国（A） 

 

(千円) 

2,804 民 (千円) 

1,536 都道府県 

（B） 

(千円) 

1,403 

計 

（A＋B） 

(千円) 

4,207 

うち受託事業等 

(千円) 

666 その他（C） 

 

 (千円) 

備考 
基金支出見込額 令和元年度  2,304 千円 

        令和２年度  1,903 千円 
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事業の区分 ４ 医療従事者の確保に関する事業 

事業名 

【№16（医療分）】 

医師確保対策推進事業（ドクターバンク、プラ

チナドクターバンク） 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

170,410千円 

事業の対象となる医療介護総合 

確保区域 
全圏域 

事業の実施主体 県、県医師会 

事業の期間 令和２年４月１日～令和１２年３月３１日 

背景にある医

療・介護ニーズ 

〇県内外の医療機関を退職（退官）する医師を主ターゲットに県医師会、

愛媛大学等との緊密な連携のもと、医師不足地域等の医療機関とのマッ

チングを図り、地域医療を下支えする仕組みを構築する。 

アウトカム指標：〇松山圏域を除く医療施設従事医師数（医師・歯科医

師・薬剤師調査）（H26：1,429 人→H28：1,429 人→H30：1,430 人→R2：

1,434 人） 

事業の内容 

〇愛媛県医師会に事業運営委託し、愛媛大学医学部及び県と連携し

て、求人者及び求職者が円滑にマッチングできるよう調整し、ニーズ

の掘り起こしを行う。 

〇医師不足地域のニーズ調査や求人者・求職者の掘り起こしに当た

り、事業運営委員会を設置する。 

アウトプット指標 
〇医師斡旋成約数 年４件（プラチナ３、バンク１） 

〇医師斡旋のための紹介件数 年 2,000 件 

アウトカムとアウ 

トプットの関連 

〇医師斡旋成約のために、医師データベースの活用や関係機関との連携

により、対象者の掘り起こしやマッチング交渉を実施。 

事業に要する費

用の額 

金

額 

総事業費 

（A＋B＋C） 

(千円) 

170,410 

基金充当

額（国費） 

における 

公民の別 

公 (千円) 

11,980 

基金 国（A） 

 

(千円) 

113,606 民 (千円) 

101,626 都道府県 

（B） 

(千円) 

56,804 

計 

（A＋B） 

(千円) 

170,410 

うち受託事業等 

(千円) 

101,626 その他（C） 

 

 (千円) 

備考 基金支出見込額 令和２～11 年度 各 17,041 千円 
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事業の区分 ４ 医療従事者の確保に関する事業 

事業名 
【№17（医療分）】 

医師確保対策推進事業（産科医等確保支援事業） 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

7,250 千円 

事業の対象となる医療介護総合 

確保区域 
全圏域 

事業の実施主体 大学 

事業の期間 令和２年４月１日～令和７年３月３１日 

背景にある医

療・介護ニーズ 

〇県下で産科に関わる医師・助産師等を目指す研修医・学生を対象にシ

ミュレーション教育を通じた研修を開催し、産科診療に必要な知識やス

キルを修得させ、愛媛県の参加医療提供体制の強化、底上げを図る。 

アウトカム指標：〇愛媛県内の産科・産婦人科医師数（医師・歯科医師・

薬剤師調査）（H26：124 人→H28：120 人→H30：120 人→R2：122 人） 

事業の内容 
〇NPO 法人周生期医療支援機構の指導を受けながら、産科診療に必要な

知識やスキルの修得を図る「ALSO プロバイダーコース」を開催。 

アウトプット指標 
〇産科の専門医取得プログラムを選択する県内医師の増 

（令和元年度：３人→令和２年度以降毎年５人程度） 

アウトカムとアウ 

トプットの関連 

〇継続した取組を重ねることで医学生や若手医師に必要性を訴えるこ

ととなるほか、スキルアップ教育を継続することが県内の産科医療の質

の向上につながる。 

事業に要する費

用の額 

金

額 

総事業費 

（A＋B＋C） 

(千円) 

7,250 

基金充当

額（国費） 

における 

公民の別 

公 (千円) 

3,333 

基金 国（A） 

 

(千円) 

3,333 民 (千円) 

 都道府県 

（B） 

(千円) 

1,667 

計 

（A＋B） 

(千円) 

5,000 

うち受託事業等 

(千円) 

 その他（C） 

 

 (千円) 

2,250 

備考 基金支出見込額 令和２～６年度 各 1,000 千円 
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事業の区分 ４ 医療従事者の確保に関する事業 

事業名 
【№18（医療分）】 

救急医療対策事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

69,442 千円 

事業の対象となる医療介護総合 

確保区域 
全圏域 

事業の実施主体 県、消防本部、郡市医師会、医療機関 

事業の期間 平成３１年４月１日～令和３年３月３１日 

背景にある医

療・介護ニーズ 

小児救急への対応が可能な医療機関の確保が困難となっているため、

小児二次救急医療体制に参画する医療機関を支援し、体制の維持・確保

を図る必要がある。また、救急搬送時間が延長するとともに、搬送件数

が増加する中にあって、救急患者受入体制の維持・確保のために救急医

療機関の円滑な受入及び医師の負担軽減を図る必要がある。 

アウトカム指標：二次救急医療機関数 46 機関(H30)→46 機関(R 元) 

※二次医療機関の負担軽減が医師の負担軽減、医師等の確保につながる 

事業の内容 

輪番制により小児二次救急医療等を実施している医療機関や、輪番制

病院への警備員配置に対し運営費を補助するとともに、救急搬送システ

ムを運用することにより救急搬送体制を強化する。 

アウトプット指標 
小児二次救急実施地区数（２地区（維持）） 

救急搬送システム運用実施機関（14 消防機関（維持）） 

アウトカムとアウ 

トプットの関連 

小児二次救急医療の運営を支援し、救急搬送システムを効果的に運用

することで、県内医師の負担を軽減し、医師の定着を図る。 

事業に要する費

用の額 

金

額 

総事業費 

（A＋B＋C） 

(千円) 

69,442 

基金充当

額（国費） 

における 

公民の別 

公 (千円) 

27,362 

基金 国（A） 

 

(千円) 

46,294 民 (千円) 

18,932 都道府県 

（B） 

(千円) 

23,148 

計 

（A＋B） 

(千円) 

69,442 

うち受託事業等 

(千円) 

 その他（C） 

 

 (千円) 

備考 
基金支出見込額 令和元年度  32,958 千円 

        令和２年度  36,484 千円 
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事業の区分 ４ 医療従事者の確保に関する事業 

事業名 
【№19（医療分）】 

小児救急医療電話相談事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

26,390 千円 

事業の対象となる医療介護総合 

確保区域 
全圏域 

事業の実施主体 県 

事業の期間 平成３１年４月１日～令和２年３月３１日 

背景にある医

療・介護ニーズ 

時間外における小児軽症患者の救急受診が医療現場の負担となり、地

域医療の維持が困難になっている。 

アウトカム指標：♯8000 満足度の維持 100％(H30) → 100％(R 元) 

事業の内容 
小児の急な病気やケガに関する保護者の相談に対し、医師、看護師が

電話相談に応じる。 

アウトプット指標 年間相談件数（10,000 件以上） 

アウトカムとアウ  

トプットの関連 

県民のニーズに応じた相談体制を毎日確保することにより、電話相談

者の適正な救急受診に繋げる。 

事業に要する費

用の額 

金

額 

総事業費 

（A＋B＋C） 

(千円) 

26,390 

基金充当

額（国費） 

における 

公民の別 

公 (千円) 

2,242 

基金 国（A） 

 

(千円) 

17,593 民 (千円) 

15,351 都道府県 

（B） 

(千円) 

8,797 

計 

（A＋B） 

(千円) 

26,390 

うち受託事業等 

(千円) 

15,351 その他（C） 

 

 (千円) 

備考  
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事業の区分 ４ 医療従事者の確保に関する事業 

事業名 

【№20（医療分）】 

医科歯科連携推進事業（歯科医療従事者等人材

養成事業） 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

65,277 千円 

事業の対象となる医療介護総合 

確保区域 
全圏域 

事業の実施主体 県歯科医師会、郡市歯科医師会、県歯科技工士会 

事業の期間 平成３１年４月１日～令和３年３月３１日 

背景にある医

療・介護ニーズ 

口腔の衛生状態や健康度が、治療と病気の進行度や予後に大きく関わ

ることから、医科歯科連携や口腔ケアの重要性が高まっているが、これ

らの業務に従事する歯科衛生士等の歯科医療関係者は、現状では主に歯

科医療機関内で歯科医師の治療の補助に当たるに留まっているため、人

材が不足している。 

アウトカム指標：就業歯科衛生士数の増加（H30：1,601 人→R2：1,681

人→R3：1,723 人） 

事業の内容 

がんや認知症に関する研修会等の開催による歯科医療従事者等の人

材養成、歯科技工士に対する離職防止や復職支援の実施、就学支援制度

や復職に必要な研修の実施、歯科衛生士養成所の設備整備による歯科衛

生士の確保等 

アウトプット指標 歯科衛生士に対する研修の実施回数（延べ 68 回） 

アウトカムとアウ 

トプットの関連 

歯科衛生士に対する研修の機会を増やすことにより、現在離職してい

る衛生士の復職を促し、医科歯科連携や口腔ケアの体制整備を図る。 

事業に要する費

用の額 

金

額 

総事業費 

（A＋B＋C） 

(千円) 

65,277 

基金充当

額（国費） 

における 

公民の別 

公 (千円) 

 

基金 国（A） 

 

(千円) 

43,518 民 (千円) 

43,518 都道府県 

（B） 

(千円) 

21,759 

計 

（A＋B） 

(千円) 

65,277 

うち受託事業等 

(千円) 

 その他（C） 

 

 (千円) 

 

備考 
基金支出見込額 令和元年度  6,444 千円 

        令和２年度  58,833 千円 
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事業の区分 ４ 医療従事者の確保に関する事業 

事業名 
【№21（医療分）】 

歯科衛生士養成所施設設備整備事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

117,479 千円 

事業の対象となる医療介護総合 

確保区域 
新居浜・西条 

事業の実施主体 郡市医師会 

事業の期間 令和２年４月１日～令和３年３月３１日 

背景にある医

療・介護ニーズ 

県内全体の歯科衛生士数は近隣県と比較し少数であり、県内比較にお

いても東予地区の歯科衛生士数は少ない。 

また、新居浜西条地域医療構想区域においては、医科・歯科連携が必

要な糖尿病やガンの患者が多く、今後、在宅歯科医療連携室の充実を図

るためにも歯科衛生士の人材養成・確保が必要である。 

このような中、新居浜市歯科医師会から、慢性的な東予地区の歯科衛

生士不足解消のため、基金を活用した新居浜市内への養成所設置要望が

あったもの。 

アウトカム指標：新設養成所への入学者数：24 名（定員数）（R3～） 

事業の内容 

基金充当の是非、設置の必要性、学生確保の見通し、学校運営方針

等を総合的に勘案した結果、事業計画に一定の合理性が認められるた

め、養成所設置に係る施設及び設備費の一部を補助するもの。（養成所

運営は学校法人が行う。） 

アウトプット指標 養成所卒業後の東予地域への就職者数：20 名（R6～） 

アウトカムとアウ 

トプットの関連 

東予地域出身者の入学者数及び出身地域への就職者数の増加が見込ま

れ、東予地域の歯科保健医療の充実化が図られる。 

事業に要する費

用の額 

金

額 

総事業費 

（A＋B＋C） 

(千円) 

117,479 

基金充当

額（国費） 

における 

公民の別 

公 (千円) 

 

基金 国（A） 

 

(千円) 

39,159 民 (千円) 

39,159 都道府県 

（B） 

(千円) 

19,580 

計 

（A＋B） 

(千円) 

58,739 

うち受託事業等 

(千円) 

 その他（C） 

 

 (千円) 

58,740 

備考  
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事業の区分 ４ 医療従事者の確保に関する事業 

事業名 
【№22（医療分）】 

医療勤務環境改善支援センター運営事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

9,574 千円 

事業の対象となる医療介護総合 

確保区域 
全圏域 

事業の実施主体 県 

事業の期間 平成３１年４月１日～令和３年３月３１日 

背景にある医

療・介護ニーズ 

医師や看護職員など医療従事者の離職防止等を図るため、各医療機関

における医療従事者の勤務環境改善に係る取組を促進する必要がある。 

アウトカム指標：病院常勤看護職員離職率の低下（H28:9.5％→R

元:9.0％） 

事業の内容 

医療機関から勤務環境の改善に係る相談を受け、医業経営の専門家や

医療労務管理の専門家が助言等を行い、必要に応じて訪問による支援を

実施するほか、勤務環境改善の必要性を啓発する研修会等を開催する。 

アウトプット指標 
センターの支援により勤務環境改善計画を策定する医療機関数（1 ヶ所

以上） 

アウトカムとアウ 

トプットの関連 

医業経営の専門家等が電話相談対応や訪問支援等を実施することに

より各医療機関の取組みを促進し、勤務環境改善計画の策定・実施に繋

げることで、医師や看護職など医療従事者の離職率の低下を図る。 

事業に要する費

用の額 

金

額 

総事業費 

（A＋B＋C） 

(千円) 

9,574 

基金充当

額（国費） 

における 

公民の別 

公 (千円) 

516 

基金 国（A） 

 

(千円) 

6,382 民 (千円) 

5,886 都道府県 

（B） 

(千円) 

3,192 

計 

（A＋B） 

(千円) 

9,574 

うち受託事業等 

(千円) 

5,866 その他（C） 

 

 (千円) 

備考 
基金支出見込額 令和元年度 4,787 千円 

        令和２年度 4,787 千円 
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事業の区分 ４ 医療従事者の確保に関する事業 

事業名 
【№23（医療分）】 

医療従事者勤務環境整備事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

29,280 千円 

事業の対象となる医療介護総合 

確保区域 
全圏域 

事業の実施主体 県 

事業の期間 令和２年４月１日～令和３年３月３１日 

背景にある医

療・介護ニーズ 

限られた医療資源を有効に活用する必要があることから、看護職員の離

職防止等を図るため、各医療機関における職場環境改善に係る取組みを

促進することが求められている。 

アウトカム指標：病院常勤看護職員離職率の低下（H28:9.5％→R

元:9.0％） 

事業の内容 
ナースステーションや休憩室（仮眠室）、宿舎など医療従事者の職場環

境改善のための施設整備 

アウトプット指標 医療従事者の職場環境改善のための施設整備数（１機関） 

アウトカムとアウ 

トプットの関連 

医療従事者の職場環境改善のための施設・設備整備を行い、医療従事者

の職場環境を改善することで、医療従事者数の増加を図る。 

事業に要する費

用の額 

金

額 

総事業費 

（A＋B＋C） 

(千円) 

29,280 

基金充当

額（国費） 

における 

公民の別 

公 (千円) 

 

基金 国（A） 

 

(千円) 

9,600 民 (千円) 

9,600 都道府県 

（B） 

(千円) 

4,800 

計 

（A＋B） 

(千円) 

14,640 

うち受託事業等 

(千円) 

 その他（C） 

 

 (千円) 

14,640 

備考  
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事業の区分 ４ 医療従事者の確保に関する事業 

事業名 
【№24（医療分）】 

看護師等研修事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

53,827 千円 

事業の対象となる医療介護総合 

確保区域 
全圏域 

事業の実施主体 県、県看護協会 

事業の期間 平成３１年４月１日～令和３年３月３１日 

背景にある医

療・介護ニーズ 

少子高齢化の進行による医療ニーズの増大と高度化、療養の場の多様化に伴う看護

ニーズに対応するためには、看護職員の確保・定着と質の向上が不可欠だが、新人看

護職員の離職率が全国平均に比して高いことや、小規模施設においては自施設内での

研修受講機会が少なく、看護職員としてのスキルアップが図りにくい等の課題がある。 

アウトカム指標：①県内看護師養成学校等の卒業生のうち、看護職として就職した者

の割合（H30：90.3％→R元：90％以上） ②新人看護職員離職率（H30：8.8％→R 元：

7.5％以下） 

事業の内容 

看護教員及び看護職員に対し必要な知識や技術を習得させるための研修を実施し、

看護職員の資質向上と職場定着を進める。 

〇実習指導者講習会事業、〇看護教員継続研修事業、〇新人看護職員研修事業、〇新

人看護職員研修体制支援事業（新人看護職員がガイドラインに沿った研修を受けるこ

とのできる環境を整備するための方策の検討、中小規模病院の新人看護師対象の合同

研修の開催等）、〇看護職員県内定着促進事業（看護職員確保・定着のために、中高生

に対し看護職員の魅力発信、潜在看護職員の実態把握等） 

アウトプット指標 

〇看護教員継続研修事業修了生の延人数（H30：177 人→R元：180 人以上） 

〇新人看護職員研修責任者・教育担当者研修事業の参加延人数（H30：313 人→R 元：250 人以上）  

〇看護職員人材派遣研修の利用施設数（H30：52 件→R 元：50 件以上） 

〇ふれあい看護体験の参加延人数（H30 年：515 人→R元：500 人以上） 

〇看護職員合同就職説明会の参加延人数（H30 年：294 人→R元：250 人以上） 

アウトカムとアウ  

トプットの関連 

養成学校等の教員の資質向上と特に離職率が高い新人職員への研修を手厚く実施す

ること等により、看護職員確保と県内定着を図る。 

事業に要する費

用の額 

金

額 

総事業費 

（A＋B＋C） 

(千円) 

53,827 

基金充当

額（国費） 

における 

公民の別 

公 (千円) 

808 

基金 国（A） 

 

(千円) 

35,884 民 (千円) 

35,076 都道府県 

（B） 

(千円) 

17,943 

計 

（A＋B） 

(千円) 

53,827 

うち受託事業等 

(千円) 

4,478 その他（C）  (千円) 

備考 
基金支出見込額 令和元年度  33,494 千円 

        令和２年度  20,333 千円 
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事業の区分 ４ 医療従事者の確保に関する事業 

事業名 
【№25（医療分）】 

看護師等支援事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

10,842 千円 

事業の対象となる医療介護総合 

確保区域 
全圏域 

事業の実施主体 県、県看護協会、看護師養成所 

事業の期間 平成３１年４月１日～令和３年３月３１日 

背 景 に あ る 医

療・介護ニーズ 

少子高齢化の進展による医療ニーズの増大と高度化、療養や生活の場

の多様化に伴う看護・介護ニーズに対応していくために、より質の高い

看護職を育成し、定着、離職防止を図る必要がある。 

アウトカム指標：ナースセンター登録者のうち復職した人数  

311 人（H30）→340 人（R元） 

事業の内容 

更なる看護職員の確保が必要であるため潜在看護師等に着眼し、再就

業支援事業等を実施することで看護職員の定着、復職を図る。また、県

内中小病院の看護職員を対象にした実態調査を実施する。 

・中小病院等看護職員離職防止支援事業 

・就労環境改善事業 ・看護教員養成支援事業 ・再就業支援事業 

アウトプット指標 

・看護職員離職時等の届出数 （目標：350 人以上） 

・届出者のうち復職を希望する者の割合 

（目標：H30 年度(53％)と比較して増加→R元年度(55％)） 

・潜在看護師等を対象とした復職支援研修の受講人数 

（目標：H30 年度(53 人)と同程度→R元年度(50 人以上)） 

アウトカムとアウ  

トプットの関連 

研修会など看護職個々に対しての支援と、魅力ある職場づくりを目指

した医療機関等への支援を実施することにより、看護職の離職率の低

下、定着を図る。 

事業に要する費

用の額 

金

額 

総事業費 

（A＋B＋C） 

(千円) 

10,842 

基金充当

額（国費） 

における 

公民の別 

公 (千円) 

268 

基金 国（A） 

 

(千円) 

7,228 民 (千円) 

6,960 都道府県 

（B） 

(千円) 

3,614 

計 

（A＋B） 

(千円) 

10,842 

うち受託事業等 

(千円) 

915 その他（C） (千円) 

備考 
基金支出見込額 令和元年度  10,048 千円 

        令和２年度    794 千円 
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事業の区分 ４ 医療従事者の確保に関する事業 

事業名 
【№26（医療分）】 

保健師等指導事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

1,191 千円 

事業の対象となる医療介護総合 

確保区域 
全圏域 

事業の実施主体 県 

事業の期間 平成３１年４月１日～令和２年３月３１日 

背景にある医

療・介護ニーズ 

疾病構造や人口構造などの変化に伴い、地域住民の医療・介護、健康

に対するニーズは多様化してきている。そこで、公衆衛生の視点から地

域の健康課題に着目できる保健師の能力強化を目指した計画的な人材

育成が必要である。 

アウトカム指標：自組織の上司・同僚と連携し、組織的活動を計画・

実践できていると答えた保健師数 6 人中 5人(H30)→目標 全ての受

講生（R元） 

事業の内容 

今後の保健師の活動の方向性や人材育成のあり方を検討し、活動の要

となるリーダー期や中堅期保健師を対象とした研修会を実施して、組織

内での役割を再認識し必要な能力の強化を図る。 

〇保健活動に関する検討事業 

〇リーダー期・中堅期保健師スキルアップ研修 

アウトプット指標 

〇研修会参加数と組織数 （目標 15 人 15 組織） 

〇リーダー期・中堅期保健師の役割と今後の取組みが明確になった受講

者数 6 人中 6人（H30）→目標 全ての受講生（R元） 

アウトカムとアウ  

トプットの関連 

地域保健活動の中核を担う中堅期保健師が研修会に参加し、中堅期の

役割と今後の取り組みを明確にすることで、自組織での活動を計画的に

実践する能力を養う。 

事業に要する費

用の額 

金

額 

総事業費 

（A＋B＋C） 

 (千円) 

1,191 

基金充当

額（国費） 

における 

公民の別 

公 (千円) 

794 

基金 国（A） 

 

(千円) 

794 民  (千円) 

 都道府県 

（B） 

(千円) 

397 

計 

（A＋B） 

(千円) 

1,191 

うち受託事業等 

(千円) 

その他（C） 

 

(千円) 

備考  
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事業の区分 ４ 医療従事者の確保に関する事業 

事業名 
【№27（医療分）】 

看護師等養成所運営費補助金 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

203,204 千円 

事業の対象となる医療介護総合 

確保区域 
全圏域 

事業の実施主体 看護師養成所の設置者 

事業の期間 平成３１年４月１日～令和３年３月３１日 

背景にある医

療・介護ニーズ 

看護職員は依然として不足が見込まれ、新規確保を図る必要があるこ

とから、看護職員の新規確保の根幹的な役割を果たす看護師等養成所の

運営継続のためには運営費に対する補助が必要。 

アウトカム指標：卒業者に占める県内就業率の増加（H29:72.8％→

H30:73.8％→R元:73.3％→R2:74.3％） 

事業の内容 

〇依然として不足が見込まれる看護職員の新規確保の根幹的な役割を

果たす看護師等養成所の運営に対する補助を行い、県内における看護職

員の新規確保及び質の高い医療の提供を図る。 

〇看護師等養成所の運営に必要な次の経費を支援。 

・教員経費 ・事務職員経費 ・生徒経費 ・研修経費  等 

アウトプット指標 補助施設数（８カ所） 

アウトカムとアウ  

トプットの関連 

看護専門学校の運営に対して補助を行うことで、より充実した教育体

制を構築できることから、入学者の増加が図られ、ひいては、より質の

高い看護を提供できる看護職員の養成に繋がる。 

事業に要する費

用の額 

金

額 

総事業費 

（A＋B＋C） 

 (千円) 

203,204 

基金充当

額（国費） 

における 

公民の別 

公 (千円) 

8,077 

基金 国（A） 

 

(千円) 

116,853 民  (千円) 

108,776 都道府県 

（B） 

(千円) 

58,426 

計 

（A＋B） 

(千円) 

175,279 

うち受託事業等 

(千円) 

その他（C） 

 

(千円) 

27,925 

備考 
基金支出見込額 令和元年度  166,825 千円 

        令和２年度   8,454 千円 
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事業の区分 ４ 医療従事者の確保に関する事業 

事業名 
【№28（医療分）】 

院内保育事業運営費補助金 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

85,365 千円 

事業の対象となる医療介護総合 

確保区域 
全圏域 

事業の実施主体 医療機関 

事業の期間 平成３１年４月１日～令和３年３月３１日 

背景にある医

療・介護ニーズ 

依然として不足が見込まれる看護職員の出産・育児による離職防止や

再就業の促進に対する支援が必要であるため、院内保育事業の運営に対

して補助を行う。 

アウトカム指標：医療施設従事医師数に占める女性医師の割合（医師・

歯科医師・薬剤師調査）（H26:16.3％→H30:16.5％→R元:16.7％）  

事業の内容 

院内保育所は、勤務時間が不規則な看護職員等にとって仕事と育児の

両立支援に大きな役割を果たすものであるが、運営状況は厳しい状態で

あることから、院内保育事業の運営に対して補助を行う。 

アウトプット指標 補助施設数（15 か所）※基金補助対象(12 か所) 

アウトカムとアウ 

トプットの関連 

 院内保育所の運営に対して補助を行うことで、より多くの看護職員等

の仕事と育児の両立を支援することとなり、看護職員等の離職防止や再

就業に繋がる。 

事業に要する費

用の額 

金

額 

総事業費 

（A＋B＋C） 

 (千円) 

85,365 

基金充当

額（国費） 

における 

公民の別 

公 (千円) 

9,317 

基金 国（A） 

 

(千円) 

26,350 民  (千円) 

17,033 都道府県 

（B） 

(千円) 

13,175 

計 

（A＋B） 

(千円) 

39,525 

うち受託事業等 

(千円) 

その他（C） 

 

(千円) 

45,840 

備考 
基金支出見込額 令和元年度  37,211 千円 

        令和２年度   2,314 千円 
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事業の区分 ４ 医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【№29（医療分）】 

薬剤師支援事業（薬剤師確保事業） 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

5,427 千円 

事業の対象となる医療介護総合 

確保区域 
全県域 

事業の実施主体 県薬剤師会 

事業の期間 平成３１年４月１日～令和２年３月３１日 

背景にある医

療・介護ニーズ 

近年の医薬分業の普及、在宅医療への取組み、医療機関での病棟薬剤師

の役割の増大などに伴い、薬剤師不足が大きな問題になっている。 

アウトカム指標：薬局・医療施設従事薬剤師数（人口 10 万人対数）の増

加（医師歯科医師薬剤師数調査）（H28:170.0 人→R2:181.3 人） 

事業の内容 在宅医療を推進するため、休職中の薬剤師が安心して復職できるよ

う、昨年度作成した座学及び実務実習に関するプログラムに基づき、

復職支援講習会及び実務実習を実施して復職支援を進め、質の高い薬

学管理が可能な薬剤師育成のための取組を行うとともに、人材の確保

を図る。 

また、一人薬剤師の薬局等に対し、周辺地域に勤務する薬剤師の緊

急派遣などの協議・調整を行うための体制整備を支援する。 

アウトプット指標 復職支援講習会受講者数（10 名） 

アウトカムとアウ  

トプットの関連 

在宅医療に対応できる薬剤師を確保するため、離職中の薬剤師に対し復

職支援等を行うことで復職を推進し薬剤師を確保する。 

事業に要する費

用の額 

金

額 

総事業費 

（A＋B＋C） 

 (千円) 

5,427 

基金充当

額（国費） 

における 

公民の別 

公 (千円) 

 

基金 国（A） 

 

(千円) 

3,618 民  (千円) 

3,618 都道府県 

（B） 

(千円) 

1,809 

計 

（A＋B） 

(千円) 

5,427 

うち受託事業等 

(千円) 

その他（C） 

 

(千円) 

備考  
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事業の区分 ４ 医療従事者の確保に関する事業 

事業名 
【№30（医療分）】 

産科医等確保支援事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

71,600 千円 

事業の対象となる医療介護総合 

確保区域 
全県域 

事業の実施主体 市町 

事業の期間 平成３１年４月１日～令和２年３月３１日 

背景にある医

療・介護ニーズ 

県内において、産科医療機関及び産科医等が減少しており、その維持・

確保のため、分娩手当を支給してその処遇改善を図る必要がある。 

アウトカム指標  

・手当支給施設の産科・産婦人科医師、助産師数 H30 末：145 人→ R 元

末：145 人以上 

・分娩 1000 件当たりの分娩取扱医療機関勤務産婦人科医師数 H30 末： 

11.8 人→ R 元末：11.8 人以上 

事業の内容 
産科医等の処遇を改善しその確保を図るため、分娩手当等を支給する

分娩取扱機関に対して財政支援を行う。 

アウトプット指標 
・手当支給医師、助産師数 145 人 

・手当支給施設数 22 施設 

アウトカムとアウ 

トプットの関連 

手当を支給することにより、産科医等の処遇が改善され、県内の産科

医療機関数及び産科医師等の人数の維持・確保に寄与する。 

事業に要する費

用の額 

金

額 

総事業費 

（A＋B＋C） 

 (千円) 

71,600 

基金充当

額（国費） 

における 

公民の別 

公 (千円) 

15,910 

基金 国（A） 

 

(千円) 

15,910 民  (千円) 

 都道府県 

（B） 

(千円) 

7,956 

計 

（A＋B） 

(千円) 

23,866 

うち受託事業等 

(千円) 

その他（C） 

 

(千円) 

47,734 

備考  
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事業の区分 ４ 医療従事者の確保に関する事業 

事業名 
【№31（医療分）】 

周産期医療対策強化事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

7,200 千円 

事業の対象となる医療介護総合 

確保区域 
全県域 

事業の実施主体 国立大学法人愛媛大学 

事業の期間 平成３１年４月１日～令和２年３月３１日 

背景にある医

療・介護ニーズ 

愛媛大学医学部の産婦人科医局、小児科医局は、当該診療科の過酷な

勤務状況や訴訟リスク等により、医局員確保の難易度が増す一方で、慢

性的な医師不足となっている県内産婦人科、小児科から、医局による医

療機関への応援体制の充実を求められており、医局員の確保を図るた

め、周産期医療を担当する医師の処遇を改善する必要がある。 

○アウトカム指標：新生児医療を担当する医師数：H30 末：4 人→R 元

末：4人以上 

○周産期医療を担当する医師数 産婦人科： H30 末：14 人→ R 元末：

14 人以上、同 小児科： H30 末：28 人→ R 元末：28 人以上 

事業の内容 
愛媛大学医学部附属病院の周産期医療を担当する医師（産婦人科・小

児科）に対する手当の支給を補助する。 

アウトプット指標 
手当支給件数 新生児医療担当医手当 目標：年間 240 件 

小児期・周産期カウンセリング手当  目標：年間 240 件 

アウトカムとアウ  

トプットの関連 

手当を支給することにより、周産期医療を担当する医師の処遇が改善

され、医師のモチベーションが上がり、周産期医療を担当する医師数の

維持・確保に寄与する。 

事業に要する費

用の額 

金

額 

総事業費 

（A＋B＋C） 

 (千円) 

7,200 

基金充当

額（国費） 

における 

公民の別 

公 (千円) 

1,600 

基金 国（A） 

 

(千円) 

1,600 民  (千円) 

 
都道府県 

（B） 

(千円) 

800 

計 

（A＋B） 

(千円) 

2,400 

うち受託事業等 

(千円) 

その他（C） 

 

(千円) 

4,800 

備考  
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３－２－１．計画に基づき実施する事業(介護分) 

 （事業区分３：介護施設等の整備に関する事業） 

 (1) 事業の内容等 

都道府県 

事業の区分 ３．介護施設等の整備に関する事業 

事業名 【No.1（介護分）】 

介護基盤整備事業 

介護施設開設準備経費助成事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

847,371 千円 

事業の対象と

なる医療介護

総合確保区域 

宇摩圏域、新居浜・西条圏域、今治圏域、八幡浜・大洲圏域、宇和島圏域 

事業の実施主

体 

民間事業者 

事業の期間 平成３1年４月１日～平成３３年３月３１日 

背景にある医

療・介護ニー

ズ 

高齢者が住み慣れた地域で暮らせる社会づくりを推進する。 

アウトカム指標： 地域密着型サービス施設等の定員総数 １８，９４６人 

事業の内容 ①地域密着型サービス施設等の整備等に対する助成を行う。 

整備予定施設等 

 地域密着型特別養護老人ホーム         ２９床（１カ所） 

 認知症高齢者グループホーム          ９９床（６カ所） 

 小規模多機能型居宅介護事業所         １８床（２カ所） 

 看護小規模多機能型居宅介護事業所       １８床（２カ所）                                                

 定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所利用者数 20 人／月（1カ所）                                                 

②介護施設等の開設・設置に必要な準備経費に対して支援を行う。 

③介護サービスの改善を図るための既存施設等の改修に対して支援を行う。 

アウトプット

指標 

 地域包括ケアシステムの構築に向けて、地域密着型サービス施設等の整備等

を支援することにより、地域の実情に応じた介護サービス提供体制の整備を促

進する。 

【定量的な目標値】 

・地域密着型特別養護老人ホーム 1,317 床（47 カ所）→ 1,346 床（48 カ所） 

・認知症高齢者グループホーム 5,199 床（314 カ所）→ 5,298 床（320 カ所） 

・小規模多機能型居宅介護事業所  957 床（120 カ所）→ 975 床（122 カ所） 

・看護小規模多機能型居宅介護事業所  58 床（7カ所）→ 76 床（9カ所） 

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所              

        利用者数 282 人／月（14 カ所） → 302 人／月（15 カ所） 

 

 

 

 

 地域密着型サービス施設等の整備を行うことにより、県内の地域密着型サー

ビス施設等の定員総数を増とする。 
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事業に要す

る費用の額 事業内容 

総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋

Ｃ） 
（注１） 

基金 
その他 
（Ｃ） 
（注２） 

国（Ａ） 都道府県
（Ｂ） 

①地域密着型サービ

ス施設等の整備 

(千円) 

 

(千円) 

384,984 

(千円) 

192,492 

(千円) 

0 

②施設等の開設・設

置に必要な準備経費 

(千円) 

 

(千円) 

179,930 

(千円) 

89,965 

 

(千円) 

0 

③介護保険施設等の

整備に必要な定期借

地権設定のための一

時金 

(千円) 

 

0 

(千円) 

 

0 

(千円) 

 

0 

(千円) 

 

0 

④介護サービスの改

善を図るための既存

施設等の改修 

(千円) 

 

(千円) 

 

(千円) 

 

 

(千円) 

0 

金

額 

総事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） (千円) 

 

基金充当額 

(国費)におけ

る公民の別 
（注３） 

（注４） 

公 

(千円) 

0 基金 国（Ａ） (千円) 

564,914 

都道府県（Ｂ） (千円) 

282,457 

民 (千円) 

564,914 
うち受託事業等

（再掲） 

(千円) 

 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

847,371 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

備考（注

５） 

上記事業費中に、27 年度補正分から充当する国費は含んでいない。 

 

（注１）事業者が未定等のため、総事業費が不明の場合は、記載を要しない。 

（注２）事業者が未定で、事業者負担額が不明の場合は、記載を要しない。 

（注３）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注４）指定管理者制度の活用など設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金

充当額（国費）における公民の別としては、「公」に計上するものとする。 

（注５）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記    

   載すること。 

 

 (2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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３－２－２．計画に基づき実施する事業(介護分)  

 （事業区分５：介護従事者の確保に関する事業） 

(1) 事業の内容等 
事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）基盤整備 

（中項目）基盤整備 

（小項目）介護人材確保対策連携強化事業（協議会設置等） 

事業名 【No.1（介護分）】 

福祉・介護人材確保対策事業（協議会設置） 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

3,212 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全県 

事業の実施主体 愛媛県（愛媛県社会福祉協議会） 

事業の期間 平成３１年４月１日～令和２年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

増加する福祉・介護人材の需要に対して、効果的な人材確保対策

を実施するため、関係機関の連携体制を構築し、既存事業の改善

及び新規事業の検討を行う。 

アウトカム指標：既存事業の改善状況及び新規事業の実施状況 

事業の内容 県社会福祉協議会を中心として、行政関係者、有識者、種別協議

会、事業所、その他関係機関における検討会議を開催し、介護現

場で必要とされる人材確保について計画的な取組強化を検討、実

現するため連携等に取り組むほか、福祉人材センターにコーディ

ネーターを配置し、介護等人材に係る分析データを関係機関等に

提供し関係機関が連携し検討を進める。 

アウトプット指標 協議会の開催回数：年２回 

アウトカムとアウトプット

の関連 

協議会の場で対面による議論をすることにより、連携を深め、既

存事業及び新規事業の内容の充実につながる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

3,212 

基金充当

額(国費) 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

基金 国（Ａ） (千円) 

2,140 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

1,072 

民 (千円) 

2,140 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

3,212 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

2,140 

その他（Ｃ） (千円) 

 

備考（注３）  
 
  



48 

 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）基盤整備 

（中項目）基盤整備 

（小項目）介護人材確保対策連携強化事業（協議会設置等） 

事業名 【No. 2（介護分）】 

外国人介護人材受入連携強化事業（協議会設

置） 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

8,415 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全県 

事業の実施主体 愛媛県（愛媛県社会福祉協議会） 

事業の期間 平成３１年４月１日～令和２年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

受入施設側の理解促進や外国人介護人材の不安解消を図るため

の総合支援窓口として「愛媛県外国人介護人材支援センター」を

設置する。 

アウトカム指標：外国人介護人材の受入数 

事業の内容 受入連携会議の開催（外国人介護人材に関して行政、職能団体、

有識者等で制度や取組状況等の情報交換を行う。） 

相談窓口の設置や巡回相談（相談員による窓口相談や定期的な巡

回相談を実施し、施設側・外国人材側双方の悩みや課題の解決に

繋げる。） 

各種セミナーの実施（受入制度の理解促進を図るための研修会や

外国人のケア等に関するセミナーを実施する。） 

外国人介護人材の交流会の実施（職場を超えたネットワークの構

築によりモチベーション向上を図る） 

アウトプット指標 連携会議：年２回、巡回訪問回数：月４回程度、セミナー年３回 

交流会：年３回 

アウトカムとアウトプット

の関連 

愛媛県外国人介護人材支援センターを中心に各種事業を実施す

ることにより、施設側の受入制度の理解促進や環境整備が進むと

ともに、受入人材の悩みや不安解消が図られ、外国人介護人材受

入の円滑化につながる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

8,415 

基金充当

額(国費) 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

基金 国（Ａ） (千円) 

5,610 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

2,805 

民 (千円) 

5,610 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

8,415 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

5,610 

その他（Ｃ） (千円) 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）介護人材の「すそ野の拡大」 

（小項目）地域住民や学校の生徒に対する介護や介護の仕事の

理解促進事業 

事業名 【No.3（介護分）】 

福祉・介護人材確保対策事業 

（介護等の仕事魅力発信事業） 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

6,056 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全県 

事業の実施主体 愛媛県（愛媛県社会福祉協議会） 

事業の期間 平成３１年４月１日～令和２年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

福祉・介護人材の需要が増加する中で、福祉・介護業界の魅力発

信、イメージ向上を図り、将来の人材確保につなげる。 

アウトカム指標：介護分野や介護の仕事に対する理解度や意識の

向上 

事業の内容 介護の日の前後１週間を中心に、テレビ、ラジオ、新聞等のマス

メディアを通じて、福祉・介護の仕事の魅力が伝わるようなキャ

ッチーな広告を広く県民に発信するほか、介護職にまつわる感動

エピソードを映像化し、インターネット番組等を活用して広く発

信することにより、介護のイメージアップを図る。 

アウトプット指標 各媒体の広告回数：テレビＣＭ 年 30 回、ラジオＣＭ 年 20 回 

アウトカムとアウトプット

の関連 

中高生をはじめとする地域住民に対して、様々な媒体で福祉・介

護の仕事の魅力に触れる機会を設けることで、福祉・介護への理

解を深め、将来の従事者の増加を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

6,056 

基金充当

額(国費) 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

基金 国（Ａ） (千円) 

4,037 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

2,019 

民 (千円) 

4,037 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

6,056 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

4,037 

その他（Ｃ） (千円) 

 

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）介護人材の「すそ野の拡大」 

（小項目）地域住民や学校の生徒に対する介護や介護の仕事の

理解促進事業 

事業名 【No.4（介護分）】 

介護の仕事魅力発信事業（介護現場からの発

信） 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

4,090 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全県 

事業の実施主体 愛媛県老人福祉施設協議会 

事業の期間 平成３１年４月１日～令和２年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

増加を続ける介護サービス需要に対応するため、介護サービスを

担う次世代の人材の確保を図る。 

アウトカム指標：次世代の介護人材の確保 

事業の内容 介護職員養成校、施設、地域が一体となって、福祉の仕事の魅力、

福祉体験を通じて理解と興味を発見し、「社会介護」の必要性に

ついて生活を通じて実感してもらい、次世代を担う介護人材の育

成を目的に、協働での「介護の日啓発イベント」及び福祉・介護

の理解促進のための「巡回型介護教室」を実施する。 

アウトプット指標 介護の日啓発イベント等 １２回 参加者 １，３５０名 

アウトカムとアウトプット

の関連 

介護の日の啓発や小中学生等に対して介護の魅力を発信するこ

とで、次世代を担う介護人材の確保につなげる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

4,090 

基金充当

額(国費) 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

基金 国（Ａ） (千円) 

2,727 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

1,363 

民 (千円) 

2,727 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

4,090 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

 

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）介護人材の「すそ野の拡大」 

（小項目）若者・女性・高年齢者など多様な世代を対象とした

介護の職場体験事業 

事業名 【No.5（介護分）】 

福祉・介護人材確保対策事業 

（介護等の仕事魅力発見事業） 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

2,914 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全県 

事業の実施主体 愛媛県（愛媛県社会福祉協議会） 

事業の期間 平成３１年４月１日～令和２年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

福祉・介護人材の需要が増加する中で、事前の理解不足による早
期離職の防止や福祉・介護分野を将来の選択肢として考える若年
層の増加を図る。 

アウトカム指標：福祉・介護分野への入職希望者 

事業の内容 事業所見学・介護体験バスツアー事業（広く介護に関心を持つ
者を対象として、介護事業所等を見学・介護を体験するバスツ
アーを実施する。） 
職場体験事業（愛媛県福祉人材センターの求職登録者や地域の潜
在的な介護の担い手である主婦層、第２の人生のスタートを控え
た中高年齢層等を対象に、介護事業所等の職場体験を実施し、正
しい理解に基づく就職を支援する。） 
ジョブフェス 2019 の開催（介護分野での就職に関心ある学生や

保護者、一般の求職者を対象に、具体的な仕事の内容や事業所等
の説明等を実施し、仕事への理解を深め就職に繋げる。） 

アウトプット指標 バスツアー、職場体験及びジョブフェスへの参加者数 
 バスツアー開催数：６回、参加者数：20 名/回×６回＝120 名 
 職場体験者数：120 名、ジョブフェス参加者数：200 名 

アウトカムとアウトプット

の関連 

バスツアー、職場体験及びジョブフェスを通じて、事業所の雰囲
気や実際の業務についての正しい理解を促し、早期離職の防止
や、興味関心の向上につながる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

2,914 

基金充当

額(国費) 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

基金 国（Ａ） (千円) 

1,943 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

971 

民 (千円) 

1,943 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

2,914 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

1,943 

その他（Ｃ） (千円) 

 

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）参入促進のための研修支援 

（小項目）介護未経験者に対する研修支援事業 

事業名 【No.6（介護分）】 

介護雇用プログラム推進事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

33,907 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全県 

事業の実施主体 愛媛県（人材派遣会社） 

事業の期間 平成３１年４月１日～令和２年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

介護に関して一定の知識等を有し、即戦力となる介護人材の確保

を図る。 

アウトカム指標：介護職員初任者研修の修了者数 ４０人 

事業の内容 求職活動を行っている者を対象に、介護プログラムに参加する人

を募集、雇用し、介護事業所・施設へ紹介予定派遣を行うととも

に、当該参加者が、派遣期間中に働きながら介護職員初任者研修

を修了できるよう支援するとともに、派遣期間終了後も派遣事業

所等で就業できるよう促す。 

アウトプット指標 介護サービス事業所への求職者の派遣人数 ４０人 

アウトカムとアウトプット

の関連 

求職者を介護事業所に派遣させ、働きながら介護に関する資格を

取得させることにより、介護事業所にとって即戦力となる人材を

確保する。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

33,907 

基金充当

額(国費) 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

基金 国（Ａ） (千円) 

22,605 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

11,302 

民 (千円) 

22,605 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

33,907 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

22,605 

その他（Ｃ） (千円) 

 

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）地域のマッチング機能強化 

（小項目）多様な人材層（若者・女性・高齢者）に応じたマッ

チング機能強化事業 

事業名 【No.7（介護分）】 

福祉・介護人材確保対策事業 

（介護等人材マッチング事業） 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

14,867 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全県 

事業の実施主体 愛媛県（愛媛県社会福祉協議会） 

事業の期間 平成３１年４月１日～令和２年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

福祉・介護人材の需要が増加する中で、求職者と求人事業所の相

互の情報不足のために就業に至らない状態を解消する。 

アウトカム指標：福祉人材センターを通じた就職者数 

事業の内容 キャリア支援専門員派遣・出張相談事業（県内 7か所のハロー

ワーク、県内外の学校等にキャリア支援専門員を派遣し、出張

相談を行うほか、各事業所を戸別訪問し、迅速かつ適切な求人

求職支援を行い、ハローワークとの連携を深め、各地域におけ

る介護人材確保につなげる。また、県外在住者に対し、就職活

動に要した経費の交通費の半額を助成し、本県での就職を促進

する。） 

アウトプット指標 キャリア支援専門員の派遣回数：各所月１回 

アウトカムとアウトプット

の関連 

ハローワークを訪れる求職者に対して、福祉・介護分野の情報を

提供することにより、当該分野への入職希望者には適した事業所

を紹介し、福祉・介護分野を選択肢として考えていない者には興

味を抱かせる機会を提供できる。また、事業所に対して、労務管

理や人材確保の助言を行うことで、事業所が効果的な求人活動を

行うことができる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

14,867 

基金充当

額(国費) 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

基金 国（Ａ） (千円) 

9,911 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

4,956 

民 (千円) 

9,911 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

14,867 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

9,911 

その他（Ｃ） (千円) 

 

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）地域のマッチング機能強化 

（小項目）介護に関する入門的研修、生活援助従事者研修の受

講等支援事業 

事業名 【No.8（介護分）】 

介護に関する入門的研修受講促進事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

2,419 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全県 

事業の実施主体 愛媛県（愛媛県社会福祉協議会） 

事業の期間 平成３１年４月１日～令和２年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

介護未経験者に介護の基本的な知識や技術を身につけさせるこ

とで、介護分野参入のきっかけづくりや介護不安の払しょくを図

る。 

アウトカム指標：就労マッチング者数 

事業の内容 一般県民を対象に「介護に関する入門的研修」を受講させるとと

もに、修了者で就労を希望する者には福祉人材センターを通じて

介護事業所とマッチングを行う。 

アウトプット指標 入門的研修 10 回 参加者 100 名 

アウトカムとアウトプット

の関連 

介護に関する入門的研修の実施により、介護分野への新規参入を

促進し、人材確保につなげる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

2,419 

基金充当

額(国費) 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

基金 国（Ａ） (千円) 

1,613 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

806 

民 (千円) 

1,613 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

2,419 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

1,613 

その他（Ｃ） (千円) 

 

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）地域のマッチング機能強化 

（小項目）介護に関する入門的研修、生活援助従事者研修の受

講等支援事業 

事業名 【No.9（介護分）】 

介護人材就労支援事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

7,620 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全県 

事業の実施主体 愛媛県（愛媛県社会福祉協議会） 

事業の期間 平成３１年４月１日～令和２年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

介護職員が専門的業務に専念できるよう、地域の潜在的な介護人

材であるシニアや子育てを終えた主婦、学生、障がい者など多様

な人材を、介護周辺業務を行う「介護助手」として新たに育成す

ることにより、労働環境改善と介護サービスの質向上を図る。 

アウトカム指標：介護助手の継続雇用者数 

事業の内容 就労意欲のある一般県民が、介護の補助的な業務を行う介護助手

として介護施設等で安心して働くことができるよう、介護施設等

で基本的知識や技術を習得させる OJT 研修を実施する。 

アウトプット指標 OJT 研修 10 施設 参加者 40 名 

アウトカムとアウトプット

の関連 

介護施設等で OJT 研修を実施することにより、介護助手という新

たな担い手を育成し、継続雇用につなげる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

7,620 

基金充当

額(国費) 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

基金 国（Ａ） (千円) 

5,080 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

2,540 

民 (千円) 

5,080 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

7,620 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

5,080 

その他（Ｃ） (千円) 

 

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）介護人材の「すそ野の拡大」 

（小項目）将来の介護サービスを支える若年世代の参入促進事

業 

事業名 【No.10（介護分）】 

外国人留学生介護福祉士候補者学習支援事

業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

4,940 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全県 

事業の実施主体 愛媛県 

事業の期間 平成３１年４月１日～令和２年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

福祉・介護人材の需要が増加する中で、介護福祉士資格の取得を

目指す外国人留学生の学習支援を行い、介護人材の確保を図る。 

アウトカム指標：外国人介護福祉士候補者への学習支援の実施状

況 

事業の内容 受入施設が行う外国人介護福祉士候補者の日本語学習や介護分

野の専門学習、学習環境の整備等に要する経費に対して補助す

る。 

アウトプット指標 受入施設数：３施設、受入人数：２０名 

アウトカムとアウトプット

の関連 

外国人留学生を受け入れた介護福祉士養成施設が、外国人介護福

祉士候補者に対して実施する、日本語学習や介護分野の専門学習

に要する経費を支援することにより、資格取得と県内での就職促

進を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

4,940 

基金充当

額(国費) 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

3,293 

基金 国（Ａ） (千円) 

3,293 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

1,647 

民 (千円) 

 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

4,940 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

 

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）介護人材の「すそ野の拡大」 

（小項目）将来の介護サービスを支える若年世代の参入促進事

業 

事業名 【No.11（介護分）】 

外国人介護人材マッチング支援モデル事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

10,685 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全県 

事業の実施主体 愛媛県 

事業の期間 令和元年１０月１日～令和２年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

介護人材の需要が増加する中で、海外の教育機関等と県内介護施

設等とのマッチングを支援し、介護福祉士資格の取得を目指す外

国人留学生の受入拡大を図る。 

アウトカム指標：外国人介護人材の受入数 

事業の内容 中国からの留学生の受入拡大に向け、現地の教育機関等と県内介

護施設等との仲介役となるマッチングコーディネータを設置す

るとともに、現地で合同説明会を開催するほか、県の魅力や介護

現場の様子、生活のしやすさなどを PR する動画を制作する。 

アウトプット指標 現地合同説明会の開催回数：２回 

アウトカムとアウトプット

の関連 

現地合同説明会を通じて、現地の教育機関や送り出し機関、留学

生候補者と、県内介護施設や養成施設等とのマッチングを支援

し、外国人介護人材の受入拡大を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

10,685 

基金充当

額(国費) 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

800 

基金 国（Ａ） (千円) 

7,123 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

3,562 

民 (千円) 

6,323 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

10,685 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

6,323 

その他（Ｃ） (千円) 

 

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）キャリアアップ研修の支援 

（小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修

支援事業 

事業名 【No.12（介護分）】 

介護支援専門員養成研修等事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

10,507 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全県 

事業の実施主体 愛媛県、愛媛県（愛媛県介護支援専門員協会）、愛媛県社会福祉協議会 

事業の期間 平成３１年４月１日～令和２年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

介護保険制度運用の要として、介護支援専門員には、一層の資質

向上が求められていることから、実践的研修により専門性を高

め、地域包括ケアシステムの実現を図る。 

アウトカム指標：介護支援専門員実務研修における達成度（修了

評価）：４段階評価で平均２．０以上 

事業の内容 ○介護支援専門員指導者検討会 

 介護支援専門員を対象とした法定研修（実務研修、専門研修

（課程Ⅰ・Ⅱ）、更新・再研修、主任・主任更新研修）の実施方

法、指導方針の協議を行い、研修の質の向上を図る。 

○主任介護支援専門員研修強化費 

 主任介護支援専門員研修・更新研修に係るファシリテーター

（講師級）配置等、研修強化に要する経費分の補助を行う。 

○主任介護支援専門員ファシリテーター研修 

 主任介護支援専門員を対象に、ファシリテーターとしてのス

キルアップを図る研修を実施する。 

○介護支援専門員地域リーダー養成研修 

 地域包括支援センター及び居宅介護支援事業所の主任介護支

援専門員を対象とした研修・演習を行い、県内各地域における主

任介護支援専門員のリーダーを養成する。 

アウトプット指標 ○介護支援専門員指導者検討会の開催回数：２回 

〇実習指導者養成研修の開催回数：１回 

○介護支援専門員研修向上委員会の開催回数：１回 

○介護支援専門員研修向上委員会検討部会の開催回数：５回 

○主任介護支援専門員ファシリテーター研修の開催回数：５回 

○介護支援専門員地域リーダー養成研修の開催回数 

全体研修：３回 

地域別研修：６地域×５回 

アウトカムとアウトプット

の関連 

介護支援専門員の指導者検討会や地域リーダー養成研修を開催

し、介護支援専門員の指導に必要な知識や技能の向上を図り、指
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導を受ける介護支援専門員全体の質の向上を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

10,507 

基金充当

額(国費) 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

2,836 

基金 国（Ａ） (千円) 

7,005 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

3,502 

民 (千円) 

4,169 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

10,507 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

1,321 

その他（Ｃ） (千円) 

 

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）キャリアアップ研修の支援 

（小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修

支援事業 

事業名 【No.13（介護分）】 

口腔ケアに係る介護人材資質向上支援事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

5,929 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全県 

事業の実施主体 愛媛県歯科医師会 

事業の期間 平成３１年４月１日～令和２年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

在宅医療・介護の推進、介護従事者の確保・資質の向上等、「効

率的かつ質の高い介護サービス提供体制の構築」を図る。 

アウトカム指標：口腔ケアに関して専門知識を有する介護人材の

確保  

事業の内容 介護事業所・施設介護職員の口腔ケアに対する資質向上を図るた

め、歯科医師又は歯科衛生士による訪問研修を実施するととも

に、地域住民や介護支援専門員、ヘルパー等を対象に、スクリー

ニングと食支援の連携体制構築のための研修会の開催や、口腔ケ

ア講演会を開催する。 

アウトプット指標 口腔ケア研修等 ７７回 参加者 １，２０３名 

アウトカムとアウトプット

の関連 

歯科医師等が介護従事者を対象に口腔ケアに関する研修等を実

施することにより、専門知識等を有する人材の育成を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

5,929 

基金充当

額(国費) 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

基金 国（Ａ） (千円) 

3,953 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

1,976 

民 (千円) 

3,953 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

5,929 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

 

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）キャリアアップ研修の支援 

（小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修

支援事業 

事業名 【No.14（介護分）】 

介護人材キャリアアップ支援事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

2,040 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全県 

事業の実施主体 愛媛県老人保健施設協議会 

事業の期間 平成３１年４月１日～令和２年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

介護老人保健施設職員が介護現場で必要とされる知識や技術の

習得するほか、職員の意欲向上とサービス向上等を図る 

アウトカム指標：介護現場で必要とされる知識や技術を習得した

介護老人保健施設職員の確保 

事業の内容 サービス提供責任者として必要な知識等に関する研修会及び職

員の意欲向上とサービスの向上等を目的とした講演会等の開催 

アウトプット指標 資質向上研修 ８回  参加者 ６００名 

アウトカムとアウトプット

の関連 

専門家を講師に招き職員の資質向上に係る研修等を実施するこ

とにより、介護現場で必要とされる知識や技術の習得を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

2,040 

基金充当

額(国費) 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

基金 国（Ａ） (千円) 

1,360 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

680 

民 (千円) 

1,360 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

2,040 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

 

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）キャリアアップ研修の支援 

（小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修

支援事業 

事業名 【No.15（介護分）】 

介護職員の資質向上研修事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

274 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全県 

事業の実施主体 愛媛県地域密着型サービス協会 

事業の期間 平成３１年４月１日～令和２年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

介護従事者の資質向上、効率的かつ質の高い介護サービス提供体

制の構築を図る。 

アウトカム指標：質の高い介護サービスの提供 

事業の内容 介護分野の専門家を講師に招き、県内の介護職員を対象に、介護

現場で必要とされる知識や技術の習得に関する合同研修会を開

催する。 

アウトプット指標 各種専門研修 １回 参加者 １００名 

アウトカムとアウトプット

の関連 

県地域密着型サービス協会に属する介護職員等を対象にした各

種専門研修を実施することにより、質の高い介護サービスの提供

につなげる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

274 

基金充当

額(国費) 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

基金 国（Ａ） (千円) 

183 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

91 

民 (千円) 

183 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

274 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

 

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）キャリアアップ研修の支援 

（小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修

支援事業 

事業名 【No.16（介護分）】 

介護職員相互研修事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

1,045 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全県 

事業の実施主体 愛媛県地域密着型サービス協会 

事業の期間 平成３１年４月１日～令和２年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

介護従事者の資質の向上等、「効率的かつ質の高い介護サービス

提供体制の構築」を図る。 

アウトカム指標：質の高い介護サービスの提供 

事業の内容 県内の地域密着型サービス事業所が、事業所間の交流と職員のス

キルアップを図るため、マッチングされた事業所間で職員の相互

派遣を行い、職員のスキルに合わせた課題を持ち寄り研修する。 

アウトプット指標 相互研修 初級・中級・上級 各１回 参加者 ８０名 

アウトカムとアウトプット

の関連 

初級から上級まで、職員の能力に応じて相互派遣を実施すること

により、職員のスキルアップを図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

1,045 

基金充当

額(国費) 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

基金 国（Ａ） (千円) 

697 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

348 

民 (千円) 

697 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

1,045 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

 

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）キャリアアップ研修の支援 

（小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修

支援事業 

事業名 【No.17（介護分）】 

介護職員の日常生活支援力向上研修事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

517 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全県 

事業の実施主体 愛媛県地域密着型サービス協会 

事業の期間 平成３１年４月１日～令和２年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

介護従事者の資質向上等、「効率的かつ質の高い介護サービス提

供体制の構築」を図る。 

アウトカム指標：質の高い介護サービスの提供 

事業の内容 利用者の日常生活を支援する介護職員のスキルの向上を図るた

め、県内すべての地域密着型サービス事業所職員を対象とした研

修に必要な経費を補助する。 

アウトプット指標 研修回数 ３回 参加者 ９０名 

アウトカムとアウトプット

の関連 

調理技術の研修、認知症高齢者の身体・認知機能の維持を目的と

したレクリエーション技術等に関する研修を実施することで、質

の高い介護サービスの提供につなげる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

517 

基金充当

額(国費) 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

基金 国（Ａ） (千円) 

345 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

172 

民 (千円) 

345 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

517 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

 

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）キャリアアップ研修の支援 

（小項目）介護施設、介護事業所への出前研修の支援事業 

事業名 【No.18（介護分）】 

ノーリフティングケア普及啓発モデル事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

6,495 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全県 

事業の実施主体 愛媛県（愛媛県社会福祉協議会） 

事業の期間 平成３１年４月１日～令和２年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

介護従事者が、腰痛など職業に起因する健康上の不安なく働くこ

とができる職場環境づくりを進めることにより、要介護者及び介

護従事者双方の負担軽減とケアの質向上を図る。 

アウトカム指標：介護従事者等の身体的負担の軽減 

事業の内容 福祉用具・機器などを活用し、持ち上げない・抱え上げない介護

で腰痛予防に資するノーリフティングケアの研修を介護現場で

実施する。 

アウトプット指標 ノーリフティングケアの研修 県内 6事業所 

アウトカムとアウトプット

の関連 

ノーリフティングケア研修の実施により、介護従事者等の身体的

負担の軽減を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

6,495 

基金充当

額(国費) 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

基金 国（Ａ） (千円) 

4,330 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

2,165 

民 (千円) 

4,330 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

6,495 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

4,330 

その他（Ｃ） (千円) 

 

備考（注３）  

  



66 

 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）研修代替要員の確保支援 

（小項目）各種研修に係る代替要員の確保対策事業 

事業名 【No.19（介護分）】 

介護職員等資質向上支援事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

25,613 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全県 

事業の実施主体 愛媛県（人材派遣会社） 

事業の期間 平成３１年４月１日～令和２年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

介護ニーズの増加及び多様化が見込まれる中、利用者のニーズに

的確に対応できる質の高い介護人材の安定的確保を図る。 

アウトカム指標：介護職員の資質向上 

事業の内容 施設・事業所が介護職員を外部研修等に参加させる場合に、人材 

派遣会社を通じてその代替職員を派遣する。 

アウトプット指標 代替派遣人数 40 名 

アウトカムとアウトプット

の関連 

介護職員が研修等に参加しやすい環境を整備することで、サービ 

スの質の向上とキャリアアップにつなげる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

25,613 

基金充当

額(国費) 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

基金 国（Ａ） (千円) 

17,075 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

8,538 

民 (千円) 

17,075 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

25,613 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

17,075 

その他（Ｃ） (千円) 

 

備考（注３）  

  



67 

 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）地域包括ケア構築ための広域的人材養成 

（小項目）認知症ケアに携わる人材の育成のための研修事業 

事業名 【No.20（介護分）】 

認知症地域医療支援事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

1,961 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全県 

事業の実施主体 県、愛媛県医師会 

事業の期間 平成３１年４月１日～令和２年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

今後の認知症高齢者の増加が見込まれることから、関係団体等と

連携の下、各地域における早期診断・早期対応のための体制整備

を推進する。 

アウトカム指標：認知症診療の知識を有する医師の確保 

事業の内容 かかりつけ医が適切な認知症診断の知識・技術等を修得するため

の研修及びかかりつけ医への助言その他の支援を行う認知症サ

ポート医を養成するための研修を実施する。 

アウトプット指標 ○認知症サポート医養成研修：１０名養成 

○認知症サポート医フォローアップ研修：６１名 

○かかりつけ医認知症対応力向上研修：２００名 

アウトカムとアウトプット

の関連 

認知症サポート医を養成することで、地域の認知症施策の体制整

備を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

1,961 

基金充当

額(国費) 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

852 

基金 国（Ａ） (千円) 

1,307 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

654 

民 (千円) 

455 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

1,961 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

455 

その他（Ｃ） (千円) 

 

備考（注３）  

  



68 

 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）地域包括ケア構築ための広域的人材養成 

（小項目）認知症ケアに携わる人材の育成のための研修事業 

事業名 【No.21（介護分）】 

認知症介護従事者養成事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

1,454 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全県 

事業の実施主体 愛媛県（愛媛県地域密着型サービス協会） 

事業の期間 平成３１年４月１日～令和２年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

認知症高齢者の増加に伴い、認知症高齢者に対する介護サービス

の充実を図るほか、認知症施策推進総合戦略（新オレンジプラン）
において、良質な介護を担う人材の確保及び計画的な養成を行う
こととされている。 

アウトカム指標：認知症指導者養成研修了者数（累計）：29 名 

事業の内容 介護施設等に従事する新任者、及び認知症介護を提供する事業所
を管理する立場にある者等に対する適切なサービス提供に関す
る知識及び技術等を修得するための研修を実施するとともに、研
修指導者を養成するための研修に参加する経費を負担し、認知症
介護に関する資質向上を図る 

アウトプット指標 ○認知症対応型サービス事業管理者研修：２００名 
○小規模多機能型サービス等計画作成担当者研修：５０名 
○認知症対応型サービス事業開設者研修：３０名 

○認知症介護指導者養成研修(基金対象外)：２名 
 ※ 認知症関連研修の講師になるための研修 
○認知症介護指導者フォローアップ研修：１名 
 ※ 指導者の技術向上を図るための研修  

アウトカムとアウトプット

の関連 

当該研修の講師となる認知症指導者養成研修修了者を増やすこ
とで、事業所内のケアチームの指導者役となる「認知症介護実践
リーダー研修」の充実した研修に繋げ、良質な介護サービスを提
供できる人材の育成を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

1,454 

基金充当

額(国費) 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

0 

基金 国（Ａ） (千円) 

969 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

485 

民 (千円) 

969 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

1,454 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

969 

その他（Ｃ） (千円) 

 

備考（注３）  

  



69 

 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）地域包括ケア構築ための広域的人材養成 

（小項目）認知症ケアに携わる人材の育成のための研修事業 

事業名 【No.22（介護分）】 

認知症対応力向上研修事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

1,693 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全県 

事業の実施主体 愛媛県（愛媛県歯科医師会、愛媛県薬剤師会、愛媛県看護協会）、

愛媛県看護協会 

事業の期間 平成３１年４月１日～令和２年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

専門職が高齢者等と接する中で、認知症の人に早期に気づき、か

かりつけ医等と連携して対応するとともに、容態の変化に応じて

専門職の視点での対応を適切に行うことを推進する。（認知症施

策推進総合戦略（新オレンジプラン）にて明記） 

アウトカム指標：認知症の基礎知識を有する医療従事者の確保  

事業の内容 認知症の方への支援体制構築の担い手となることを目的に、歯科

医師、薬剤師、看護師等の医療従事者に対し、認知症の方や家族

を支えるために必要な基礎知識や医療と介護の連携の重要性等

の知識を修得させる研修を実施する。 

アウトプット指標 認知症対応力向上研修参加者 ７８０名 

アウトカムとアウトプット

の関連 

専門職への認知症対応の研修を実施することにより、地域におけ

る認知症診療（早期発見等）の充実を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

1,693 

基金充当

額(国費) 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

 

基金 国（Ａ） (千円) 

1,129 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

564 

民 (千円) 

1,129 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

1,693 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

1,029 

その他（Ｃ） (千円) 

 

備考（注３）  

 

 

 

  



70 

 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）地域包括ケア構築ための広域的人材養成 

（小項目）権利擁護人材育成事業 

事業名 【No.23（介護分）】 

市民後見推進事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

5,356 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全県 

事業の実施主体 松山市（松山市社会福祉協議会） 

事業の期間 平成３１年４月１日～令和２年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

成年後見制度の担い手として期待されている市民後見人の活用

が必ずしも十分に進んでいない実態があることから、市民後見人

の育成及び活用をより促進する。 

アウトカム指標：法人後見事業支援員の質の確保 

事業の内容 他団体が主催する市民後見人養成研修会に講師を派遣するなど、

市民後見人に関する啓発活動を実施する。また、法人成年後見事

業支援等に対し、資質向上のための研修会を実施する。 

アウトプット指標 ○フォローアップ研修会４０人 

○法人成年後見事業支援員ステップアップ研修会６回 

アウトカムとアウトプット

の関連 

法人後見事業支援員を中心とした活動を展開していくため、さら

なる市民後見人の育成及び活用を推進する。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

5,356 

基金充当

額(国費) 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

基金 国（Ａ） (千円) 

3,571 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

1,785 

民 (千円) 

3,571 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

5,356 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

3,571 

その他（Ｃ） (千円) 

 

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）地域包括ケア構築ための広域的人材養成 

（小項目）権利擁護人材育成事業 

事業名 【No.24（介護分）】 

法人後見推進事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

1,499 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全県 

事業の実施主体 愛媛県社会福祉協議会 

事業の期間 平成３１年４月１日～令和２年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

成年後見制度の利用者は、高齢化や障がい者の地域移行などに伴

い増加しているが、弁護士、司法書士、社会福祉士等の専門職に

よる対応だけでは難しく、成年後見人等の担い手として法人後見

の充実を推進する。 

アウトカム指標：法人後見制度実施状況 ２０市町 

事業の内容 法人後見を実施するための身近なエリアである東予・中予・南予の３か

所で、法人後見の実現可能な法人の抽出と、法人同士の連携促進を図る

ことを目的として、学習会及び相談会を実施する。 

アウトプット指標 ○アドバイザーによる個別指導実施団体：５団体 

○権利擁護推進のための担い手養成学習会：１回 

○成年後見制度にかかわる実態調査：４００ヶ所 

アウトカムとアウトプット

の関連 

法人後見制度の未実施市町にアドバイザーによる法人後見立ち

上げ団体等への個別指導を実施し、県下全域での法人後見制度の

普及・事業実施を推進する。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

1,499 

基金充当

額(国費) 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

基金 国（Ａ） (千円) 

999 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

500 

民 (千円) 

999 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

1,499 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

 

備考（注３）  

  



72 

 

  
事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）労働環境・処遇の改善 

（中項目）勤務環境改善支援 

（小項目）管理者等に対する雇用管理改善方策普及・促進事業 

事業名 【No.25（介護分）】 

福祉・介護人材確保対策事業 

（介護等人材定着支援事業） 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

1,450 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全県 

事業の実施主体 愛媛県（愛媛県社会福祉協議会） 

事業の期間 平成３１年４月１日～令和２年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

福祉・介護人材の需要が増加する中で、従事者が安定して働き続

けることができるように、職場環境の向上を図る。 

アウトカム指標：労務環境の改善や経営基盤の強化があった事業

所数 

事業の内容 事業所へのアドバイザー派遣事業（社会保険労務士や税理士など

専門家をアドバイザーとして派遣し、労働環境の改善や経営基盤

の強化等のため、管理的専門助言を行い、職場環境の向上への支

援を行う。 

アウトプット指標 アドバイザー派遣回数：社会保険労務士・税理士各 15 回 

アウトカムとアウトプット

の関連 

専門家をアドバイザーとして派遣することにより、管理的問題に

関して事業所が抱える問題の解決等が行われ、職場環境の向上に

つながる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

1,450 

基金充当

額(国費) 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

基金 国（Ａ） (千円) 

967 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

  483 

民 (千円) 

967 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

1,450 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

967 

その他（Ｃ） (千円) 

 

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）労働環境・処遇の改善 

（中項目）勤務環境改善支援 

（小項目）管理者等に対する雇用管理改善方策普及・促進事業 

事業名 【No.26（介護分）】 

ＩＣＴ機器活用による介護職場環境改善支

援事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

6,482 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全県 

事業の実施主体 愛媛県（民間事業者） 

事業の期間 平成３１年４月１日～令和２年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

福祉・介護人材の需要が増加する中で、介護事業所での生産性向

上が急務とされていることを受け、ＩＣＴ活用による利用者情報

の共有化等により事務作業省力化等の取組みを支援する。 

アウトカム指標：ＩＣＴを導入した事業所数 

事業の内容 ＩＣＴ普及促進に向けた事業者向けセミナーの開催やタブレッ

ト端末やクラウドサービス等のＩＣＴを導入する意向のある事

業所にシステム環境整備に関する相談・支援を行うアドバイザー

を派遣することにより、介護職員等のワークスタイル改革や職場

業務改善を進める。 

アウトプット指標 アドバイザー派遣事業所数：50 事業所 

アウトカムとアウトプット

の関連 

専門家をアドバイザーとして派遣することにより、管理的問題に

関して事業所が抱える問題の解決等が行われ、職場環境の向上に

つながる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

6,482 

基金充当

額(国費) 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

基金 国（Ａ） (千円) 

4,321 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

    2,161 

民 (千円) 

4,321 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

6,482 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

4,321 

その他（Ｃ） (千円) 

 

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）労働環境・処遇の改善 

（中項目）勤務環境改善支援 

（小項目）管理者等に対する雇用管理改善方策普及・促進事業 

事業名 【No.27（介護分）】 

ＩＣＴ機器導入促進事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

3,000 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全県 

事業の実施主体 愛媛県（愛媛県社会福祉協議会） 

事業の期間 平成３１年４月１日～令和２年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

ＩＣＴ機器の活用により、深刻な人材不足に悩む介護現場の負担

軽減を図る。 

アウトカム指標：介護現場における負担軽減度 

事業の内容 業務効率化に資する介護業務のＩＣＴ化システムを構成するモ

バイル機器やソフトウエア等の購入又はリースに係る経費の一

部を助成する。 

アウトプット指標 ICT 機器への助成台数 １０台 

アウトカムとアウトプット

の関連 

ＩＣＴ機器の活用により介護現場の負担軽減を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

3,000 

基金充当

額(国費) 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

基金 国（Ａ） (千円) 

2,000 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

1,000 

民 (千円) 

2,000 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

3,000 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

2,000 

その他（Ｃ） (千円) 

 

備考（注３）  

 

 


